


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































企業ブランド ゼネラル・モーターズ ネスレ 　　　　HP（ヒューレット・パッカード）
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年 1975 1982 1985 1988 1991 1994
商業統計
店舗数 一 『 18，436 24，811 31，305 48，405
販売額Qoo万円） 一 一 2345，2483．784D796，984，6088335279
同シェア　（％） 皿 一 2．3 3．3 4．9 5．8
FC協会
チェーン数 一 一 24 40 54 50
店舗数 一 ｝ 7，419 1L61719，107 20522
販売額（100万円） 一 一 863，7531375ρ35a187，3544，502，772
同シェア　（％） 一 一 0．8 L2 23 3．1
業界推計




























































































































































































































































分類 主要研究者名i西暦年号） 概念（定義づけ） 備考
?????
日経流通新聞27＞
@（1976年）
「店舗の営業政策のタイプ」であり，この
ﾗ分化は，主に競争の激化と消費者行動の
ﾏ化から進むと考えられる。
n．の性格ももつ。
（を
ﾌ重????????? 中小企業庁凋
@（1979年）
「個別の小売業者が，他の小売業者と競争
?ﾓ識したとき，それと差別化しうるよう
ﾈ統一・一のとれた戦略体系」。???
鈴木安昭氏29）
@（1980年）
「具体的な小売経営の場である店舗におい
ﾄ，小売業の経営者が採用し，実行する経
c戦略を総合したものに付した名称」。
「小売形態」「小売業態」
?ﾙぼ同義として前者
?g用。H．の性格も? もつ。
「経営管理や経営組織といった企業の裏舞 「小売形態」：この小売
矢作敏行氏鋤
@（1981年）
台ではなく，直接消費者と触れる店舗・販
рﾆいう表舞台に立脚した吊：新」であり，
ｬ売市場において店舗・販売形態の類型と
業態や経営形態を含む
烽ﾌ。H．の性格もも
ﾂo
して識別される。
業態の規定要素として，市場ニーズをはじ 1．とH．の両グルー
小西　滋人氏コ1，
@（1981年）
めとする環境条件に見合った機能的要素の
I択と，経営諸資源的条件の整備による効
ｦ経営とを含む総合的経営戦略が併せて要
プに属する，
求されている。
H 「営業形態ltype　of　operation）」を指し，1．の性格ももつ。
公正取引委員会：拙 店舗の態様取扱商品の種類，販売政策，消等
?ﾖﾒの
（1981年〉 一般消費者の購買意識の差異により規定さ
黷驕B
ま対
ｽ応ﾍをs重
日本小売業協会；3
@　α982年）
「消費者の購買習慣の変化に対応した小売
ﾆ者の営業形態」とし，業種とは異なり，
ﾁ費者志向的分類である。
場視
Wす 「消費者ニーズ，購買便宜．購買動機を探 1．の性格ももつ。的る
ﾌ説??鈴木　孝氏3斗）@ヒq982年）
索し，それを具体的にさまざまな経営政策
ﾅ提示していく主体的な営業方法・経営方
@．またはかかる方法による分類（方法）．
?驍｢は．かかる方法をもつ小売形態」。
中田　僑哉氏：｝5，
@q984年）
「小売業のあるべき方向，つまり，経営方
?ﾆしてのターゲットという考え方が全面
ﾉ出ているもの」、
「形態」は単なる分類用
黶B
P．の性格ももつ。
? 「経営方式およびそこで用いられる経営上 「業態」＝「小売商業形
???向山雅夫氏lll～1
@（1986年）
の技術・操作方式等に関して共通性をもっ
ｽ小売商業機関の集合概念」であり，具体
Iには百貨店・スーパーマーケット・コン
態」として規定。
の ビニエンスストアなどを意味する。
壽泓?
商業統計 文章によって概念規定はしていないが，実 分類用語として使用。
（一） 態に即して数字での定義づけをしている。
出所〉大橋正彦著，前掲書，11頁．
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図表6－8　小売業の類型パターン
　　　　第1のパターン
コンセプトと技術
????
性
出所）徳永豊著『流通マン入門再入門」ダイヤモンド社，1980年，296頁。
　この問題に関して徳永豊氏は，1980年代にすでに，小売業の形態開発における新しい
視点として1コンセプトとオペレーション技術の拡張と適用，2消費者のニーズと欲求
の変化に視点をおいた評価，3競争構造の変化に基づく差別的有利性の視点からの評価，
という3つの座標軸を使って，次のような分類パターンを提言している44）。
上に示された図表は，上述の3つの座標軸を基に，1コンセプトとオペレーション技
術の適用を中心として，2と3の関係をパターン化している。これによると，第1のパ
ターンは，コンセプトとオペレーション技術の拡張と適用の可能性が高くて，消費者の
ニーズと欲求の創造の可能性が高く，かつ，差別的有利性が顕著であると認められる場
合で，第2のパターンは，コンセプトとオペレーション技術の拡張と適用の可能性が高
くて，消費者のニーズと欲求の創造の可能性が低く，かつ，差別的有利性が顕著である
場合，そして，第3のパターンは，消費者のニーズと欲求の創造の可能性が高く，コン
セプトとオペレーション技術の拡張と適用の可能性が低く，かつ，差別的有利性が低い
場合であり，第4のパターンは，そのいずれもが低い場合である。
　この類型に従えば，新しい小売形態の開発可能性が高いのが第1のパターンで，第2の
パターンは，新しい小売形態の開発可能性があるが，消費者の需要動向の関係から開発
のタイミングを図らなければならない。また，第3のパターンは，新しい小売形態の開
発可能性は少ないが，既存のマーケティング活動を改良することを示唆するものであり，
第4のパターンは，開発可能性が，ほとんどないということになるのである。
　この他にもいくっかの分類機軸が考えられるであろうが，筆者としては，ともかくさ
しあたり，「業態」という用語を使うことを改め，まずは小売業形態分類の原点でもあ
る小売マーケティング・ミックスあるいはマーチャンダイジングを基礎とした分類から
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一定の新しい方向を探り出すか，そうでなければ，小売先進国であるアメリカ合衆国の
先に提示した研究者およびセンサスの分類形式を一時利用して，さらに進化・発展し続
ける小売業に適合した分類枠組みを，小売業形態と環境の変化とともに，その都度視角
ないしは機軸を変更して対応するといった形式を取るか，徳永豊氏の案ように，テクノ
ロジーや消費者の動向・商品形態の変化に耐えうる複数の視座を提供し，修整を試みつ
つ分類図式を整理していくのが望ましいのではないかと考える。
いずれにしても，現代商品流通ないしは現代マーケティングにおいて，さらに重要性
を増し，これからさらに進化・発展を続けるであろう小売業を分析するための用具であ
る分類図式に，より明確で，新しいパラダイムが求められていることには変わりはない
と言えるだろう。
結びと課題
以上本章では，小売業における「業種」「業態」問題について，そのあいまい性がど
のような背景からできあがり，そしてなぜそのようなあいまい，かつ定義も不安定な用
語が，使用され続けているのかといったことについて，複数の研究者の過去における分
類の方法やアメリカ合衆国の事例，あるいは小売業に「業態」という用語が出現する歴
史的な経緯などを，そしてそれら「業種」「業態」を取り扱った近年の研究者の見解を
検討することを通じて，その問題点の明確化，および問題の解決の糸口を模索してきた。
幾度となく述べているように，消費者にもっとも近い地位にあり，たえず環境の変化
にさらされ，製造業者や卸売業者の変化をすべて受け入れ，もっとも変化を必要とされ
る小売業を，ある特定の枠組みをもって分類することは大変困難であることには違いは
ない。また，変化の激しい状況下では，目標あるいは定義は，あいまいであるほうが変
化に対応しやすいといった見解も存在することも確かである。しかしながら，この「業
種」「業態」という用語，とりわけ，「業態」に関しては，変化に対応するためのあい
まい性を求めたために出来上がった用語であるとは言いがたく，どのように使用するか
といったことも明確でないまま漠然と使用され続けてきた感が否めない。
時代はもはや21世紀に突入し，今後ますます商品も多様化し，消費傾向も変化すると
考えられる小売業界で，既存の概念では捉えられない新しい小売形態が出現することは
必至である。次世代の研究または次世代の小売業者のためにも，この変化に対応できる，
あるいはまた，現象をより的確に把握できる枠組みをつくることが求められているので
はないだろうか。そのためには，われわれ研究者ないしは関係政府機関などが，これま
での問題を整理し，あいまいな態度で臨むのではなく，次世代に続くための何らかの明
確な手立てを打つことが社会・経済に対する1つの責務であるということを再認識する
ことができた。
本論考は，問題の洗い出しと理解，そしてパラダイム・シフトのある種の方向性を模
索することにとどまったが，今後さらなる研究に努め，より明確，かつ具体的な枠組み
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作りを行うことが重要であろう。
　〔注〕
1）大橋正彦著『小売業のマーケティング』中央経済社，1995年，13頁．
2）坂本秀夫著『現代流通の解読』同友館，2001年，110頁．
3）徳永豊著『アメリカの小売業の歴史に学ぶ』中央経済社，1990年，1－4頁．
4）田島義博著『日経文庫　流通機構1の話』日本経済新聞社，2000年，82－83頁（原文の
「です・ます」調を筆者が「である」調に修正）．
5）加藤（1995）は，加藤司「日本的流通システムの構造変化」大阪市立経営学会『経
営論集』第46巻・第1号，1995年，池尾（1997）　（1999）は，池尾恭一「小売業の発展」
田島義博・原田英夫編『ゼミナール流通経済入門』日本経済新聞社，1997年，池尾恭一
『日本型マーケティングの革新』有斐閣，1999年を指しているものと思われる。
6）石原武政「小売業における業種と業態」日本商業学会編『流通研究』第2巻・第2号，
1999年，2頁．
7）深見義一著『商業学』春秋祉昭和24（1949）年，111頁．論文の都合上，原文の旧
漢字および仮名遣いを当用漢字・新仮名遣いに筆者が修正して引用していることをお断
りしておく。
8）三浦信著『小売マーケティングの展開』千倉書房，1976年，5－6頁．
9）久保村隆祐著『商学通論』同文舘，1995年，42頁．
10）北島忠男・大野勝也・江田三喜男著『流通総論』白桃書房，1981年，247頁．
11）大橋正彦著，前掲書，7－10頁．
12）p．Kotler，　M｝4RKETING／14AAIA　GEMELZVT　8肋璽Prentice　Ha11，1994，　pp．558－
564．
13）M．Levy，　B．　A．　Weitz，　Rθta17ing　Managemen　t　3rd’ed，　Irwin／McGraw－Hil1，1998，
pp．28－56。
14）lbid．，　pp．33－51．
15）　Ibid．，　pp．52－56．
16）大橋正彦著，前掲書，12－13頁．同書本文中では，「小売形態」と記した部分は，「業
態」となっているが，文脈の関係から，筆者が「小売形態」に変換した。
17）同上書，13頁．
18）わが国の商業の始まりがいつであるかということに関しては，未だかなり議論の余
地があるが，本稿では久保村隆祐（横浜国立大学名誉教授）氏の見解を支持し，「貨幣
を媒介とする売買取引が行われて，商人が仲立ちするようになった一久保村隆祐著『商
学通論』同文舘，1995年，21頁一」時点を商業の始まりとした。
19）鈴木安昭・田村正紀著『商業論』有斐閣（有斐閣新書），1993年，13頁．
20）矢作敏行「小売業の発展」鈴木安昭・関根孝・矢作敏行編『マテリアル　流通と商
業〔第2版〕』有斐閣，1999年，98頁．三浦信稿，4頁，神保充弘「第1章　百貨店の日本
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文舘，2001年ほか．
134
21）佐藤肇著『日本の流通機構』有斐閣，1979年，43－44頁，または石原武政・池尾恭一・
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34）同上書，159頁．
35）懸田豊「フランチャイズ・チェーンの主要統計」鈴木安昭・関根孝・矢作敏行編，前
掲書，130頁．
36）徳永豊著，前掲書，197－198頁．
37）石原武政著，日本商業学学会編，前掲論文，1頁．
38）同上論文，5頁．当該論文の当該頁で同氏はまた「業種」を構成する“取り扱い技術”
の説明として「商品の分類が上位階層の大分類であれば，分類が細かくなるにしたがっ
て異質性も小さくなり，やがては無視しうる程度のものとなる。例えば，食料品と衣料
品との問の取り扱い技術の差異は，青果物と鮮魚の差異よりも大きく，青果物と鮮魚の
差異は野菜と果物の差異よりも大きい。さらに同じ野菜でも根菜と葉菜では異なった取
り扱いを求めるが，同じ根菜のじゃがいもとタマネギ，人参となれば，技術的な差異は
ほとんど無視しうるであろう。この取り扱い技術の異質性は，それが一定の限度を超え
ると，販売集中の原理に技術的な制約を課す。いま，この“一定限度”を技術の臨海点
とよぶとすれば，この臨海点を越えてまで取り扱い技術の異質性を高い商品に集中し
て取り扱うことは，商業者にそれだけ余計な不可をかけることにならざるをえない」と
述べて，販売集中の原理は，需要側と供給側からの要因によって作用範囲を限界づけら
れ，このために全体の商品を取り扱って，それのみを専門的に取り扱う商業者が成立す
るのだとしている一同論文，5－6頁一。これに関しては，筆者がその内容が理解できない
部分がいくつかあることと，記述に矛盾を感じる箇所があったことから，同氏が使用し
ている本文の“取り扱い技術”という用語を正確に理解していない部分もあるかもしれ
ないことをお断りしておく。また，本文中で用いられている“臨海点”は，おそらく，“臨
界点”の誤植ではないかと考える。
39）本文の内容を筆者が要約して，加筆。
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40）同上論文，8－10頁．
41）S．C．　Hollander，“Who　Does　the　Work　of　Reta丑ing？”Journal　OfMarkθtillg，
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42）田島義博著，前掲書，40－50頁．
43）徳永豊著『流通マン入門再入門』ダイヤモンド社，1980年，290－291頁．
44）同上書，295－296頁．
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第7章
現代アウトソーシング戦略とアウトソーシング・マーケティング
　1990年代に入って，アウトソーシング（outsourcing）という言葉が頻繁にビジネス
界で用いられるようになった。アウトソー一一一シングという言葉は一般的に，「外注」ある
いは「外製」という意味で用いられ，近年になってビジネス界だけでなく研究論文等に
おいてもよく見かけるようになってきたが，その概念自体は必ずしも新しいものではな
い1）。
かつて，経営学あるいはマーケティングの研究，およびビジネス界において競争優位
性またはコスト・リーダシップを獲得するための大きな課題の1っであったのは，原材
料や半製品の仕入・転売，製造された製品の消費者に送達するための流通に掛かる物流
コストと同時に，それに纏わる取引コストの問題であった。この取引コストを削減する
ことこそが，競争市場において優位な地位を築ける重要な要因であると考え，研究者た
ちは取引コストを削減する方法として，垂直的統合あるいは水平的統合といった市場の
内部化ないしは資本市場を内部組織に転化するという理論を展開した。そして一方，多
くの企業が資材調達・流通チャネルの垂直的統合または多角化された事業を事業部制組
織を用いて管理するといった取引コストを削減する行動を採ったのであった2）。
　しかしながら，1980年代の中ごろに，高度に垂直的に統合された状態は，高コストの
設備投資，管理費用などを取引コストの削減によって吸収することができず，必ずしも
収益的ではないとする研究結果が示されたり3），また実際に高度な垂直的統合を採用
したアメリカ合衆国その他の先進国の企業が業績不振に追い込まれたりもした。他方，
事業部制もセクショナリズムや人事の硬直化，短期的視点による行動，組織面での重複
事業部間での競合などの問題が指摘され，必ずしも収益性が高い戦略選択および組織構
造ではないという見解も根強い4）。
そのような状況において，アメリカ合衆国では80年代の後半から，わが国では90年代
に入って，バブル経済の崩壊で露呈したわが国の過剰生産能力と高コスト体質による国
際競争力の低下などにより，アウトソーシングが注目を集めるようになった。事実，80
年代の後半から90年代を通じて高い業績を上げているナイキ（Nike）社は，その製造
およびマーケティング・システムの80％以上が，アップル・コンピュータ（Apple
Computer）社は，製造・部品の70％がアウトソーシングによるものである5）。
　このように現代大きくクローズ・アップされているアウトソーシングではあるが，上
述のように，かっては，“外注”は外部不経済を発生させる，あるいは高い取引コストを
伴うということから，有効な戦略選択ではないとされていた。では，なぜナイキ社やア
ップル・コンピュータ社が好業績であるのか，企業を立て直すための手段としてなぜア
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ウトソーシングが有効であるとされるのか。
本章では，そのような問題の解明，すなわち，アウトソーシング概念の再検討および
現代アウトソーシングの特徴ないしは現代アウトソーシング戦略を検討することを通
じて，企業戦略行動においてアウトソーシングを採用した場合の成功の鍵となる要素な
らびにアウトソS－一一一シング・マーケティングの方向性を探求していくことにする。
第1節　アウトソーシング概念とその有効性
アウトソーシングは，make　or　buyの意思決定において後者のbuyを選択した場合，
すなわち，内製か外製か（部品ないしは完成品を企業自体が持っている設備またはテク
ノロジーを用いて自社内で生産するか，外部の供給業者から調達するか）の意思決定で，
自社内で生産する代わりに，外部の供給業者から調達する，または生産を外部の企業に
委託することである。
make　or　buyに関する意思決定は，必ずしもある特別な場面あるいは状況で起こる意
思決定ではなく，日常の業務または仕入・販売活動においても頻繁に行なわれている意
思決定であるが，それが全社的な，ないしはその事業の戦略的な活動に関わる場合，非
常に重要な決定になる。例えば，ある企業がmakeの決定をした場合を考えてみよう。
その企業にとってのプラス面は，「①取引コストが削減できる，②仕入（資材・部品調
達）・販売活動における機会損失が減少し，確実な供給が保証される，③在庫・保管業
務を中心とする物流業務のスムーズな調整が可能になる，④生産部門・研究開発部門と
販売およびその他の部門との調整が進み，技術開発能力が高まる，⑤高いコスト・パフ
ォーマンスにより，高い参入障壁が築ける，⑥自社内にテクノロジーおよび問題処理の
ノウハウなどの情報資源の蓄積がなされ，それが高い戦略的能力を生む6）」などとい
ったことが挙げられよう。マイナス面としては，「①自社内で部品あるいは製品の生産
設備または流通センター・倉庫などを構築しなければいけないので，高い設備投資費用
が必要となる，②組織・設備の規模に応じた管理費用が生じる，③セクショナリズムに
よって管理・調整コストが上昇する，④仕入・販売の経路が限定される，あるいは企業
規模が肥大化することによって柔軟性が失われる，⑤資材および部品の調達経路，販売
経路が決まっていることから，製造工程だけでなく，バイヤーや販売員などの専門的知
識ないしはスキルが必要でなくなる（失われる），⑥企業外部の情報が入りにくい，⑦
部分最適化と全体最適化の間でのトレード・オフが生じる7）」などが考えられる。
一方，buyを選択した場合のプラス要因とマイナス要因は無論makeを選択した場合
の逆であるが，その中でも問題視されるのが「取引コスト」と「情報の蓄積がなされに
くい，あるいは情報の流出が差別的優位性を築く妨げになること」である。とりわけ，
「取引コスト」は，企業の総費用を増大させ，競争市場において競争劣位を生じさせる
重大な要因であるとされる。0．E．　Williamsonは，この「取引コスト」に注目し，不確
実性および複雑性と情報の偏在性，少数性，機会主義，および限定された合理性，そし
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て取引に纏わるさまざまな特有の関係ないしは表面には現れにくい灰色的な関係ある
いは状況，すなわち，その取引に満足を得るかどうかという状況を“雰囲気”と表現し，
それらが，取引コストを高める要因であるとしている8）。
　このmakeとbuyの双方のコスト負担の程度，一例えば，流通センターを自社内で建設
し，設備を整え，人員を雇用・訓練し，給与を支払い続けることと，その都度卸売業者
を利用することで取引コストを負担するか，自社製品の取引に掛かった取引コスト分を
価格に転化するための価格コントロール権を取引相手に委譲することとの間で，仮に10
年というスパンで考えた場合，どちらがよりコストを低く抑えられるかという比較一に
おいて，よりコスト負担の低いほうを選択するといった意思決定が，make　or　buyの戦
略的な意思決定になるのである。
本章の問題提起の部分でも触れたように，このようなmake　or　buyの意思決定，言い
換えれば「市場か組織か」の選択において，かつてはmakeの方の有効性が重視された，
あるいは，makeの方がより収益的であると判断され，さまざまな企業が事業や販売チ
ャネルのmake（内製）または買収により内部市場の構築を図ったのであった。
　しかしながら，市場およびテクノロジーなどの環境の急速かつ大きな変化，あるいは
組織の肥大化などによって内部組織のマイナス面がプラス面を相殺し，凌駕してしまう
ような状況が1980年代の後半に入って出現したのである。すなわち，取引コストの削
減，確実な供給，市場よりも効率的であると考えられた物流機能，部門間の密接な関係
による製品開発力，高いコスト・パフォーマンスによる高い参入障壁といった優位性が，
多角化や垂直的統合による企業組織の肥大化とテクノロジーや環壌の急速な変化によ
って機能しなくなったのである。機能しなくなったばかりでなく，アメリカ合衆国では，
1970年代後半からの双子の赤字と1980年代に入ってからの日本企業の進攻，わが国で
は1990年代に入ってからのバブル経済の崩壊が，肥大化した組織の弱点を浮き彫りに
したのであった。削減されるはずであった取引コストや保証されるはずであった供給，
その他内部組織化による優位性が，高まる労働賃金，労働者の賃金および待遇に対する
不満から生じるストライキや部門間の調整の不備から発生するコンフリクトによって
利益を生み出すのではなく，高いコストになり，供給は滞った。また，高いコストパフ
ォ・一・一一マンスあるいは技術蓄積によって築かれた参入障壁もテクノロジーの進展によっ
て，競合他社がそれと同等の，あるいはそれを上回るコストパフォーマンスを達成した
り，技術を容易に獲得できるようになったために，もはや参入障壁として機能しなくな
ってしまったのである。
　そのような状況下で，多くの企業が，生き残りと競争優位の確保かけて，企業全体の
コスト・パフォーマンスの見直し，事業の再編成を余儀なくされ，企業戦略ないしは組
織，あるいは事業のリストラクチャリングを迫られたのであった。
翻って考えてみると，テクノロジー（とりわけ，IT－lnformation　Technology－一）の
進展やそれに伴う環境の変化は，内部組織の経済の不効率性を露呈させたというよりも，
さまざまな企業が組織の内部化によって獲得・蓄積した技術および情報・知識・ノウハ
ウといったものを競合関係にある，ないに関わらず，他の組織あるいは個人がそれほど
139
の犠牲，言い換えればコストを必要とすることなく入手することをできるようにしたと
いうことである。つまり，かつてはある特定の企業のみが高いコストをかけて内部組織
の取引や多角化などによって獲得した技術や情報・知識であったものが，それほどの投
資あういはコストを掛ける必要がなくなったこと，それに加えて，テクノロジーの進展
が，取引コストを飛躍的に低減させたということができる。それにより，makeするこ
とによる有効性をbuyすることの有効性が上回ったのである。
その他にもアウトソーシングの現代的な有効性ないしはアウトソーシングを採用す
る目的として，①高度で専門的な外部の資源やサービスを活用できる，②外部のより低
価格（低コスト）なサービスを利用することによって，人件費やオペレーショナルなレ
ベルの業務処理コストが削減できる，③人件費などの固定費を変動費に変換することに
よって，環境の変化に柔軟に対処できる，④自社の経営資源を中核業務や得意分野に集
中することができる，⑤品質および顧客向けサービスの向上に資源を向けることができ
る，といったことも指摘されている9）。
図表7－1　アウトソーシング関連ビジネス
分　　　　　　　　　類 具　　　　体　　　　例
総務・福利厚生 総務事務，運転代行，福利厚生サービス，寮・保養所管理，
ﾐ員食堂，秘書代行
経理・財務・法務・広報 経理事務，特許出願手続，広報業務，マスコミ対応業務，
ﾌ用情報提供業務
人　　事　・　人　　材 人事管理，給与計算業務採用業務，アウトプレースメン
g，人材派遣，人材教育
経　　営　　企　　画 経営コンサルティング．市場調査
情　報　サ　ー　ビ　ス システム開発，コンピュータ運用・保守，OA機器メンテ
iンス，ホームページの作成．情報提供
営　　　　　　　　業 顧客データベース管理，ダイレクト・マーケティング，ア
tターサービス・メンテナンス．サポートセンター
販　　　　　　　　　売　販売．集金，店舗企画・運営
製　　造　　関　　連　試作品製作，生産工程請負，品質検査開発・設計請負
物　　流　　関　　連 サードパーティー・ロジスティクス，物流センター，配送
ﾆ務，在庫管理，受発注業務，棚卸
金　　融　　関　　連 決済事務，債権回収，IR（投資情報提供）
施　　設　　関　　連 総合ビルメンテナンス，清掃サービス，警備・セキュリ
eで一サービス，施設運営
他の専門サービス 海外業務支援通訳・翻訳，医療付帯業務廃棄物処理，
Cベント企画
通産省ホームページ「Outsourcing　Direct（，ry」
出所）「アウトソーシングの動向と雇用への影響」『ハートの経済情報』（1999年6月），第
　　　・勧業銀行，http：／／www．dkb．co．jp／houjin／report／keizai／199909／9906－1．html
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図表7－2　1996年の労働者派遣法改正に伴う人材派遣業務
? ?、??』???????
ソフトウエア開発
機械設計
放送機器等操作
放送番組等制作
事務用機器操作
通訳・翻訳・速記
ファイリング
調査
財務処理
取引文書作成
デモンストレーション
添乗
建築物清掃
建築設備運転・点検・整備
受付・案内，駐車場管理等
???
規
L　添乗（10号の修正）
2．研究開発（14号）
3．事業実施体制の企画・立案（15号）
4．図書の製作・編集（16・」6S－）
5．広告デザインq7号）
6．インテリアコーディネーター（18号）
7．アナウンサー（19号）
8．OAインストラクション（20号）
9．テレマーケティング営業（21号）
10．セールスエンジニァ（22号）
11．放送番組用の大道具・小道具（23号）
出所）“JOHO　KYOTO”　KYOTO　MEヱ）IA　STATION，　No．268，　February，　1998，
　　http：／／www．joho－kryoto．or．jp．
第2節　現代アウトソーシングの特徴とアウトソーシング・ビジネス
前項でも述べたように，現代のアウトソーシングはテクノロジーの進展により，かっ
てのmake　or　buyの意思決定におけるbuyの選択以上の意味を持ち，幅広く活用されて
いる。その活用分野は，製造業の部品や半製品・製品だけでなく，情報技術を媒介にし
た人材派遣やソフトウエア開発などの多岐にわたっており，いわゆるアウトソーシン
グ・ビジネスの売上高も増加傾向にある10）。
　このように多様化，変化している現代アウトソーシングであるが，その現代的な特徴
ないしはアウトソーシングを採用する要因となるものには，どのようなものがあるか。
現代的な特徴の1つとして，バブル経済崩壊後，さまざまな企業が事業の再編・見直
しを迫られ，その一環として，アウトソーシングによりコストを削減する方向を見出し
たという動きが見られる。アンダーセン研究所の犬上二三雄氏は，このリストラあるい
は人員削減によるコスト削減を目的としたアウトソーシングを「リストラ型」と呼び，
業務プロセス・リエンジニアリングと密接に関係した形でアウトソーシングを利用する
もの「BPR（Business　Process　Reengineering）型」として，現代アウトソーシングを
分類している11）。そして，後者の「BPR型アウトソーシング」は，業務の再構築ある
いは見直しと情報システムのアウトソーシングを平行して実行していくタイプであり，
業務の再構築および設計のフェーズに合わせて，段階的にアウトソーシングを実行して
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いくというアプロL－一一チを採るものであり，この「BPR型」を採用した企業は，単に業務プ
ロセスの改善だけでなく，その後の運営を通じて継続的にパートナーの保有する最先端
の業務および経営スキルを活用することができると説明している。
またもう1つの現代のアウトソーシングの特徴を類型化した例として，都立科学技術
大学の島田達巳氏の枠組みを挙げることができる12）。同氏は，現代のアウトソs－一一シン
グを「請負型アウトソーシング」と「戦略的アウトソーシング」に分け，従来型の主に
コスト削減のために部品や半製品および製品を外注するタイプのアウトソーシングを
「請負型」，そして事業拡大ないしは新規事業への進出などを目的として，より専門性
の高いアウトソーシングを追求するタイプを「戦略的アウトソーシング」としている。
図表7－3　アウトソーシングの分類例
請負型アウトソーシング 戦略型アウトソーシング
1．目的 効率性，コストの削減
Xペースの削除など
有効性，新規事業進出
幕ﾆ拡大・縮小など
2．受託先（ベンダー）の戦略 運営の代行 専門特化
3．受託先（ユーザー）の戦略 周辺業務の委託 コア・コンピタンス強化
4．費用対効果 算出可能 算出困難
5．対象 ハードな資源 ソフトな資源
出所）島田達巳「ネットワーク21：No．93特別寄稿」1999，
　　htt：〃www．toriton．or．°／mura2／jcenter／net21／rep＿93／kikou＿2．htm
　しかしながら，上述のいずれのアウトソーシングの捉え方あるいは類型も，コスト削
減と専門性を求めてアウトソーシングを採用し，それにより業務の効率化あるいは簡素
化を目指したものであることには変わらず，それは従来の製造業者が行ってきた“外注”
または“外製”と目的・方法をそれほど異にするものではないように思われる。
　したがって，現代アウトソーシングを一義的に理解・類型化することは難しいが，こ
れらの見解を基に，本項の議論の目的のためにあえて類型化するならば，事業の再編・
見直しを目的として，アウトソーシングによるコスト削減に重点を置くタイプのものを
「リストラ型アウトソーシング」，活用可能な分野・部門に積極的にアウトソーシング
を利用して，削減できた分のコストを自社の得意分野あるいはコア・ビジネスに展開し，
競争優位を獲得するこどを目指すタイプのアウトソーシングを「戦略展開型アウトソー
シング」と捉えることができるだろう。
　もともとわが国の企業は，アウトソーシングの比率が高く，GE社やフォード社の外
注率が30％に満たないのに対して，トヨタ，日産，ホンダといったわが国の自動車メー
カーの外注率は，70％近くにまで及んでいる13）。これはわが国特有の下請生産シス
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テムとそれを支えた政治・金融システムにその要因をみることができるが14），実際は
そればかりでなく，そうした下請生産システムを，いわゆる“中間組織15）”として大手
企業が積極的に利用したことも，わが国の企業の外注率が高い理由であると言える。そ
のような理由に加え，本稿の冒頭部分および本項でも述べてきたような要因により，現
代のわが国にはアウトソーシングという用語に関係した企業の数は，実に多い。例えば，
インターネットの検索サイトであるInfoseek　Japanで「アウトソーシング」を検索する
と，22，000件以上ヒットする。その内の約1／3が個人情報であると考えたとして，
18，000件以上が企業のまたはそれに関係するアウトソーシング情報である。これには現
代用いられているアウトソーシングという言葉の多義性，カタカナ用語・カタカナ職業
好きの日本人の特性も関係しているであろうが，やはり企業のリストラクチャリングや
産業の再編，業界標準ビジネスの問題，そしてIT関連事業を中心とする折からの世界的
なベンチャー・ビジネス・ブームが大きな原因になっていると思われる。これらのビジ
ネスのどれだけが生き残り，そしてどれだけが消え去っていくかは判らないが，いずれ
にしても，アウトソーシングを戦略的に理解・展開できる企業ないしはビジネスが生き
残る可能性が高いと言えるだろう。
第3節　戦略的アウトソ「シングの本質と競争優位性
現代企業戦略には主に2つの特徴的な方向が見られる。1っは，定義可能な卓越性を達
成し，顧客に対してユニークな価値を提供することのできる「中核能力（core
competence）」のセットにその企業自身の資源を集中すること，そしてもう1つは，か
つてはいかなる企業にとっても伝統的に必要不可欠であると考えられた多くのテクノ
ロジーおよび活動を戦略的にアウトソースする動きである16）。例えば，前出のナイキ
社とアップル・コンピュータ社の場合は，次のようである17）。
ナイキ社は，世界で最も巨大な運動靴メーカーであるが，ナイキ独自の“ナイキ・エ
アー”と呼ばれる重要な技術的なコンポーネントを除いては，そのシューズの生産・製
造の100％すべてがアウトソーシングである。アスレチック・フットウエアは，製造お
よびマーケティングの両方のレベルにおいて高度な柔軟性を要求する技術・ファッショ
ン集約型産業である。ナイキ社は，スポーツ産業における，おそらく最高のマーケティ
ング情報システムを用いることによって，研究開発などの事前製造活動およびマーケテ
ィングに関する事後製造活動に集中し，最大限の価値を創造している。またナイキ社は，
そのマーケティング・プログラムの広告の部分でさえもアウトソーシングすることによ
って，フットウエアだけでなくスポーツ産業全体へと多角化し，成長しっづけている。
一方，アップル・コンピュータ社は，アップルEの市場導入には自社の能力でマイク
ロチップや外装，モニター，ケーブル，キーボードなどを製造するのは最良の策ではな
いと考え，その製造コストおよびコンポーネントの70％をアウトソーシングした。アッ
プル社は，デザインをフロッグデザイン社（Frogdesign），プリンターを東京電機，そ
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してマーケティングの重要な要素さえもレジス・マッケナ社（Regis　McKenna）から
アウトソースしている。アップル社は，その内部資源を自身のApple　DOS（disk
operating　system）とアップル製品にユニークな外観と雰囲気を作り出すマイクロ・ソ
フトウエアのサポートに集中している。またアップル社は，アップルHの顧客に高度に
ユニークな機能性を提供するのに必要なソフトウエアを開発するために独立ソフトウ
エア開発業者に設計技術を公開している。競争優位性を高め，広範囲にその限られた資
本を有効に利用するために，アップル社は，このようにして不必要な投資を回避し，そ
の供給相手からR＆Dや技術的な専門性を掬い上げ，新しいテクノロジーを採用するた
めにその柔軟性を維持したのであった。
　この2社の事例からもわかるように，現代アウトソーシング戦略の鍵となるのは，何
をアウトソースして，そして何を「中核能力（core　competence）」と定め，いかにそ
れに集中するかである。「中核能力」を見誤って，決定的な競争優位となっているテク
ノロジーあるいはその企業独自の知識・情報，もしくはブランドを取引相手に委譲した
ならば，その企業は間違いなく市場から消え去るであろう。一方，逆の意味で「中核能
力」を見誤ったならば，すなわち，自社内でmakeする能力および資本を調達できない
のにアウトソースする機会ないしはパートナーを獲得できなかった場合，やはりその企
業は，コスト面だけでなく情報収集能力，製品開発能力，市場展開能力などのさまざま
な面で競争優位性を失うことになり，敗退していくことになる。
　しかしながら，いったい「中核能力」とはどのようなものであるかというと，明確に
見えてこない部分があり，「中核能力」を的確に定めるといっても，それもまた容易で
はないという見解も少なくない。多くの文献では，「それは“鍵となる能力”である」と
か「重要なテクノロジーやパテントである」とか，あるいはまた，「競争優位性を生み
出す源泉である」とか「企業独自の能力である」「戦略的な駆動力となる」などと表現
されているが，不明確な表現であることには変わりはなく，やはり“これが”という明確
性に欠けると言わざるを得ない。
　このことについて，J．　B．　Quinn＆F．　G．　Hilmerは，「“コア”というコンセプトは，管
理者が，企業のどの活動が実際にユニークな価値を創造する，あるいはし得るのか，そ
してどの活動をより効果的に外部からbuyできるのかということについて非常に注意
深く考えることを要求する。成功した企業と不成功に終わった企業の例の両方を注意深
く研究することによって，より効果的な中核能力が見えてくる18）」と述べ，企業が集
中すべき，あるいは保持すべき「中核能力」の要素として「①製品または機能ではなく，
技術（skill）ないしは知識，②柔軟で，長期的な基盤（適応あるいは進化の可能性のあ
る），③適正な数，④価値連鎖においてテコとなるユニークな源泉，⑤その企業の支配
可能な領域，⑥長期わたって顧客にとって重要とされる要素，⑦組織のシステムにしっ
かりと組み込まれること」を挙げている19）。それらを纏めると，以下のようである。
①　製品または機能ではなく，スキルないしは知識
　製品や生産，エンジニアリング，販売，財務といった機能は，たとえそれがパテン
　トなどの法的な保護の下にあっても，代替品ないしは代替機能に容易に取って代わら
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れてしまう。それに対して，スキルや知識に基づいた製品あるいはサービス・デザイ
ン，テクノロジー・クリエイション，顧客サー一一一ビス，ロジスティクスといった活動を
含む能力は，サービスないしは製造において最も高い価値を創造し得る。管理者は，
このような持続可能な競争優位を実際に創造する知的スキルおよびマネジメント・シ
ステムに十分な注意を向ける必要がある。
②柔軟で長期的な基盤
　多くの企業が製品志向的なスキルの特定の領域に焦点を絞ることを目指しているが，
実際の課題は，顧客が時を越えて価値があると認める領域において継続的に優位を占
めるスキルを築き上げることである。しかしながら，問題は，管理者があまりに狭く
特定の製品に集中することを選択した場合に発生する。そうなると，もはやそのスキ
ルは柔軟性を欠き，顧客にとって魅力的なものでなくなってしまう。柔軟なスキルの
セットとコンスタントで敏感なトレンドに関する再評価は，成功するための中核能力
戦略の鍵である。
③　適正な数
成功している多くの企業は，最も重要な価値連鎖の中の2つないしは3つの活動に
焦点を絞っている。作業が複雑になり，たくさんの細かな活動で相手を凌駕しようと
する機会が増殖すると，管理者は，その価値連鎖におけるすべての活動でそれらがベ
ストではないと思うようになる。したがって，集中する活動は，管理者あるいは担当
者が集中することのできる適正な数であるべきである。
④価値連鎖においてテコとなるユニークな源泉
　効果的な戦略とは，その企業が独自に充足することのできる市場の不完全性，知識
のギャップの存在する場所，および知的資源における投資が高度にテコとして反映さ
れる場所を探し出すことである。すなわち，高度に競争的な市場において，独自の知
的優位性および収益性を創造することのできる，より深い知的基礎を開発することが，
価値連鎖において成功のテコとなる源泉になる。
⑤その企業の支配可能な領域
戦略における本当の焦点は，いかなる競争相手よりも選択された領域で身を結ぶた
めにより多くのパワーを結集する能力を意味する。つまりそれは，選択された市場地
位における特定の製品ないしはサービスをサポートする価値連鎖内の要素すべてを
所有し，管理することを意味する。しかしながら，現代においては価値連鎖における
すべての活動を所有・管理することは不可能である。したがって，企業はその価値連
鎖内の顕在・潜在的競争相手ないしは供給者の活動に対して，自社の中核能力が何で
あり，何を選択すべきかを理解し，選択された中核能力を他の競争相手ないしは供給
業者のそれとベンチマークする必要がある。それにより，企業は戦略分析の基盤を産
業分析的視点からすべての供給業者のある活動を通した能力の水平的分析に変更す
ることができる。
⑥長期にわたって顧客にとって重要とされる要素
積極的に顧客の価値連鎖を分析することにより，企業は最も低いコストで，最も効
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　率的に活動を特定化し，顧客に提供することができる場所（領域）を明らかにするこ
　とができるようになる。そして，そのような活動は，新市場ないしは新しい産業をも
創造する機会を提供してくれる。
⑦　組織のシステムにしっかりと組み込まれること
　持続可能な中核能力は，1人は2人のスターに依存するものではいけない。中核能
力は，価値観組織構造，管理システムといったものを含む広く定義された企業シス
テム内で形成されなければいけない。それら中核能力は，企業のリクルーティング，
　トレ・一・一・ニング，マーケティング，イノベーション，モチベーション・システム，ある
いは多角化管理の方向などといった活動から成り，これらのシステムは，持続的な優
位性の中心となるのである。
　このようなことから，現代企業の中には，短くなったテクノロジー・サイクルを戦略
構築の段階で考慮要因として組み込み，新しく得られたブレークスルーないしは新しく
生み出されたテクノロジーは，できるだけ早い段階で業界にリークし，自社よりも低コ
ストで生産可能なパートナーを見つけ出すことによってコア・コンピタンスを見分け，
それに集中しようとしている企業も現れ始めている。これによってそのテクノロジーが
業界にいきわたり，他社の製品や他の産業に転用可能なようにモジュール化されたなら
ば，それがデファクト・スタンダードとなり，競争他社をもパートナーとして押さえ込
むことのできる競争優位になるのである。このために重要となるのが，パートナー管理
能力である。
M．Useem＆J．　Harderは，中核能力に集中し，アウトソーシングを有効に活用する
ためには，管理者のリーダシップ能力（1eadership　capabiities）が大きな役割を果た
すことを指摘し，その中でも①戦略的思考一（Strategic　thillking），②調整能力（Deal
making），③パートナーシップ統治能力（Partnership　governing），④変化管理能力
（Managing　change）の4つの能力が極めて重要であるということを，1997年から1998
年にかけての25社一54人の管理者インタビューから導き出している20）。そして彼ら
は，その後のアメリカ合衆国主要企業の管理者423人からの追加インタビュー調査によ
る研究から：
　①　戦略的思考一競争優位を高める，あるいは改善する方法としてアウトソーシング
　　　を採用するか，しないか，いかにして採用するのかといったことを理解し，決定
　　　するのに必要不可欠であり，とりわけ，必須であるものとそうでないものを見分
　　　ける能力，競争優位を識別する能力が重要である。
　②　調整能カー外部の供給相手から的確なサービスないしは活動を獲得し，内部の管
　　　理者にそれらを採用し，活用してもらうためにネットワークを創造するのに必要
　　　な能力であり，中でも，将来を見据えること，企業を保護・掩護すること，自社
　　　の欠点を克服することに重点を置いて，調整を図ることが重要である。
　③　パートナーシップ統治能カーアウトシーシングの相互関係性を効果的に管理す
　　　るために，パートナーとの固い結束を築き上げることが大切であり，お互いの関
　　　係を育成すること，リレーションシップ・スキルを発見することがその鍵を握る。
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　④　変化管理能カーアウトソーシングは，企業に変化をもたらし，リストラあるいは
　　　職業の喪失と繋がりやすいために，しばしば他の従業員や管理者からの反発に遭
　　　うことがある。ある状況では，労働組合のストライキなどにより操業に大きな打
　　　撃を受けるか，ときには組織自体が変化してしまうこともある。アウトソーシン
　　　グ・プロセス管理者は，このような変化に対応する能力を備えておくことが必要
　　　とされる。
ということを指摘している。
　さらに，「アウトソーシングのリーダーシップにおけるこれら側面的能力（Laterally
capabilities）を獲得することは，いわゆる単純なアウトソーシングを越えた戦略的活
動にとっても重要である。．、．（中略）＿われわれの研究から得られた4つの個人的能力
と2つの組織的能力を構築することは，アウトソーシングだけでなく，ジョイント・ベ
ンチャー，チーム構築，そしてさらに一般的なレベルでは，企業を通じた管理者のリー
ダーシップ全般を促進する21）」と述べ，それらの有機的結合（図表7－4）と「①アウ
トソーサーと供給業者との間の文化的相違を前もって橋渡しすること，②相互の関係の
先頭に立って諸活動の訓練を積極的に行うこと，③組織間の情報と専門知識を集約的に
交換すること，④目標基準を利用した成果を基礎に置いた価格設定とインセンティブ，
⑤相互関係を構築するチームの公式化」がベスト・プラクティスに結びつくとしている
22）。
図表7－4　アウトソーシングの成功のためのリーダーシップ
個入のリーダーシップ
業務に対して向けられる，
される個人的な資質。
戦略思考
調整能力
パートナーシップ統治能力
変化管理能力
または育成
組織のり一ダーシップ
リーダーシップをより効果的にするた
めに組織に変換される。
責任を委譲する。
プロセスの簡素化。
管理レベルの提案
成果説明義務
t
オフィスのパワー：地位に基づく権威
報酬のパワー：雇用，任命．昇進，昇級を与える能力
制裁のパワー：批判，返還，降格，戒告を与える能力
予算のパワー：承認、修正，削減，再配分する能力
出所）M．Useem，　J．　Hader，“Leading　Laterally　in　Company　Outsourcing，”　Sloan　Management
　　Review，　Winter，2000，　p．34，
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　このアウトソーシングをより効果的に活用するためのアウトソーシング・プロセスの
管理者の重要性とパートナーシップの問題については，J．　B．　Quinn＆F．　G．　Hilmerも
ほぼ同様の見解を述べている。彼らは，「アウトソーシングにおけるより複雑なパート
ナー関係の有益な見本を天然資源産業や不動産・建設業界，金融・保険業界に見ること
ができる。それらの企業ではジョイント・ベンチャーや業務提携は，以前から当たり前
のことであり，それら企業の経験を分析することで，多くの企業にとって管理的調整が，
規模の拡大，多角化，そして潜在的にアウトソースされる活動のサービス志向の本質を
取り扱うのに必要なものであることがわかる。これらの中心には，（1）優れて専門的で，
高度に訓練された購買および契約の管理グループ（者）と（2）非常に高度化されたロジ
スティクス情報システムが，置かれている23）」と述べ，拡大しつつあるアウトソーシ
ング活動・ビジネスをより効率的に管理するためには，契約活動（contracting）とロ
ジスティクス活動が企業戦略レベルにまで高められることが必要であることを強調し
ている。
そしてさらに彼らは，「企業は，①顧客にとって重要かつ，その企業が世界で最も優
れている2－3の選りすぐられた中核能力を開発し，②投資と管理者の注意をそれらに注
ぎ，③その企業が最高でない，あるいは最も良くある必要がない多くの活動を戦略的に
アウトソースすることによる戦略的アウトソーシングを通じて自社の資源を有効活用
する」ことが現代企業の新しいマネジメント・アブu一チであると結論付けている24）。
結びと課題
本章では，現代アウトソーシングの特徴および現代アウトソーシング戦略の中心と考
えられる問題について検討してきたが，やはり，現代アウトソーシングの最も顕著な部
分は，IT産業の発展に帰することができるであろう。
マーケティングの分野でも，e一ビジネスの出現により，流通の各段階に大きな変化が
現れ，個々の企業もインターネットを含めた複数のチャネルを効果的に管理することが，
競争地位を確保するのに不可欠になってきている。言いかえれば，かつてのマーケティ
ングのチャネル戦略論で叫ばれたシングル・ディストリビューションからデュアル・デ
ィストリビューションへ，そしてされにそれがマルチ・ディストリビューションへの展
開どころでなく，スーパーマルチ・ディストリビューションへの対応が迫られるように
なってきている。また，ITの発達により，物流部門も大きく変貌しつつある。かつては，
自社内で物流部門を所有し，さまざまな手段により効率的な配送を考えようとしていた
ものが，輸送業者の成長・発展とロジスティクス概念の導入により，アウトソーシング
を利用した共同配送へ，そしてそのロジスティクス・システムもITを核にしたジョイン
ト・ベンチャーや業務提携により，さらに発展したトータル・ロジスティクス・システ
ムへと変わってきている。
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　マーケティング戦略全体を見渡しても，かつては個別企業のマーケティング活動にお
ける重要な競争優位性であった，パテントあるいはR＆Dもアウトソース可能な資源へ
と変化し，ナイキ社のように，企業ロゴが中核能力の源泉，すなわち競争優位性の最重
要要素になっていたりする企業も少なくない。
　しかしながら，本論考でも触れたように，アウトソーシングがすべての企業，すべて
の場面において成功のキー・ワードであるわけではないことも，いまさら言うまでもな
いことである。柔軟性はときとして統制不可能要因に，そして業界標準は，差別的優位
性の喪失に繋がり，企業内の重要なスキルが失われ，誤ったスキルが導入されたり，機
能横断的なスキルの喪失，供給業者や流通業者間のコンフリクトを低減する統制能力も
失われるリスクは，常に付きまとっていることを忘れてはならないであろう25）。
図表7－5　潜在的契約関係
高い
??????
圃定契約関係
（Retainer）
低い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　低い高い　　　　　　　　　　　　コントロールの程度
出所）J．B．　Quinn，　F．　G．　Hilmer，　L‘Strategic　Outsourcing，”　Sloan　Management　Review，
　　Summer，1994，　p．50．
企業の戦略行動は，今後さらに，ITを中心としたアウトソーシング競争一一製品・主要
構成部品のモジュール化，業界標準競争など一による業界再編や業務提携，およびさら
なるテクノロジーの発達とそれに伴う環境のドラスティックな変化に晒され，大きな波
のうねりの中で幾度となく転換・変更を迫られるであろう。それに合わせて，アメリカ
合衆国をはじめとする諸外国の大学，およびわが国の一部の大学も，インターネット・
マーケティングなどといった授業科目を設置したり，産学協同で新しいテクノロジー環
境への対応を図っている。アウトソーシングの概念それ自体は新しいものではないが，
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これまで述べてきたように，これらの環境の変化からアウトソーシングが変化してきて
いること，それにより企業のマーケティング活動，マーケティング戦略の開発・実行の
方向も大きく変化してきていることを鑑みれば，新たなる方向でのアウトソーシング・
マーケティングの研究分野としてのさらなる充実が求められるところである。
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第8章
マーケティング研究と事業活動における
“市場志向”に関する若干の問題点の検討
マーケティング研究において“市場志向（Market　Orientation）”と呼ばれる概念が再
確認され，多くの研究者がそれについて再定義を試み，「企業（事業）の市場志向度の
測定，およびその効果」などの研究をこぞって行い，その研究が大きく進展したのは
1980年代の末から1990年代にかけてであった1）。しかしながら，“市場志向”という言
葉自体は，それほど新しいものではなく，マーケティングのマネジリアルな研究や事業
活動においては，それ以前から使われていた2）。さらに，B．　P．　Shapiroが・What　the　Hell
is‘Market　Oriented’？，”という論文の中で「市場駆動的であること　（being　market
driven）と，顧客志向であること（being　customer　oriented），市場志向であること（being
market　oriented）との違いがどうあるのかは解らない。　（中略）市場志向とマーケテ
ィング志向とは違う。だがその違いは明らかではない3）」と述べているように，その
概念も，1990年以前には必ずしも明確に他の概念と区別されたものではなかったと言
えよう4）。
それにもかかわらず，“市場志向”という言葉が現代では頻繁に用いられ，取りざたさ
れている背景には，それまでの概念では説明できない，あるいはそれまでの概念とは
明らかに異なる有用性をその言葉ないしは概念が含んでいるからであると考えるべき
なのであろうか。それとも，マネジメント界やマーケティング研究および実務の世界で，
かつては頻繁に用いられた「リストラクチャリング」や「リエンジニアリング」，DSS
（Decision　Support　System）とかMIS（Management　Information　System／Marketing
Information　System），SIS（Strategic　lnformation　System）といった用語のように
研究者の研究上の都合や新しいテクノロジーの浸透のための都合で作り出され，それが
さらにマスコミによって別の意味付けがなされたような言葉の類なのであろうか。すな
わち，果たして“市場志向”は本当に有用な概念であり，企業が，あるいは事業者がマ
ネジメントの指針として取り入れるに足るほど，明確な定義もしくは尺度を持った概念
ないしは考え方なのであろうか。“市場志向”という言葉およびその概念は，どのように
定義され，そしてどのように理解し，事業活動に応用すべきなのかといった疑問は未だ
拭いきれないままであるとも言えなくはない。
　そのような観点から，本章では“市場志向”という言葉とその考え方を過去の代表的な
文献や研究を検討することを通じて明らかにし，また，それら研究の趣旨ないしは目的
および結果を再検討することにより，現代用いられている“市場志向”の概念あるいは定
義，尺度が事業活動の現場でどれぐらい有用であるかを考究し，それにより現代市場事
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情に適用し得る新たなる“市場志向”の視座を導き出すことを試みる。
第1節　　“市場志向”の概念と捉え方
現在，実務社会および研究者の間では“市場志向”はどのように捉えられているのであ
ろうか。2008年1月に発刊された『マーケティング優良企業の条件』　（嶋口充輝・石
井淳蔵・黒岩健一郎・水越康介著，日本経済新聞出版社刊）によれば，　「市場志向とは
情報把握，情報普及，情報反応から構成される一連の流れとして捉えることができる5）」
としている。当該書中では，　「“情報把握”とは，市場から必要な情報を収集し，使用可
能な形に整えることであり，“情報普及”とは，把握された情報を組織内に適切に蓄積し，
普及することであり，そして“情報反応”は，情報に対して迅速かつ適切に対応すること
である6）」と説明されており，またこの3っのプロセスによって構成される市場志向は，
企業の収益性や顧客ロイヤルティ，従業員のコミットメント，イノベーションの促進と
いった業績にさまざまに影響を与えるとしている7）。そして，この市場志向の組織づ
くりに必要な要素として，「トップマネジメントの関与とリスク知覚能力」「部門間ダ
イナミクス」「組織システム」を挙げている8）。これに関して，彼らが参考にしたで
あろうと思われるA．KKohli＆B．　J．　Jaworskiの“Market　Orientation：The　Construct，
Research　Propositions，　and　Managerial　Implications，”（Journal　Of　Marketing，
Vol．54（Apri1，1990））では，　FeltonやMcNamara，　Levittなどといった過去の文献
サーベイから「市場志向のコアとなるテーマもしくは支柱となる考え方は，1）顧客に
焦点を当てること（customer　focus），2）調整されたマーケティング（coordinated
marketing），3）収益性（profitabihty）であり，それは“清報（intelhgence）の生成”
と“情報の普及（伝播：dissemination）”，そして“敏感1生（反応度：responsiveness）”
から成るものである9）」としている。これについてはA．　K．　Kohli＆B．　J．　Jaworskiは1993
年に発表した“Market　Orientation：Antecedents　and　Consequence，”（Journal　Of
Marketing，　Vol．57　（July　1993））において，さらに踏み込んだ見解を提示している。
以下，このAKKohh＆B．　J．　Jaworskiの見解も含めて，いくつかの主要な研究の主張
する立場ないしは見解を検討してみることにしよう。
1．A．　K．　Kohli＆B．　J．　Jaworskiの見解（“Market　Orientation：Antecedents
　　and　Consequences”　1993）　10）
Jaworski＆Kohliは，いくつかの文献探索から図表8－1の如く，市場志向にはまず3
つの要素が関係しているとしている。そのまず第1番目が，トップ・マネジメントが市
場志向には重要な役割を果たすということである。彼らは，T．　LevittやF．　E．　Webster　Jr．
の見解を用い，「組織が顧客のニーズに対して敏感であることの重要性について，トッ
プ・マネジメントから何の明らかなシグナルがなければ，その組織は市場志向ではない。
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市場志向の重要性についてトップ・マネジメントが強調することによって，その組織の
メンバーは市場の変化にっいていくこと，その組織内での他者との市場知識を共有する
こと，市場のニーズに敏感に反応することが可能になるのである」としている。
　市場志向に関係する第2の要素には，部門横断的なダイナミクス（動態性）が挙げら
れている。部門横断的なダイナミクスにおける市場志向に影響を与える特に顕著な要素
は，部門横断的なコンフリクトであるとしている。この部門横断的なコンフリクトが市
場志向であることを妨げる最も大きな要因であり，これがゆえに市場に対する知識や危
機感が共有されないとしている。そして，この部門横断的なダイナミクスのもう1つの
影響要因が部門横断的な結びつき（connectedness）であるとしている。この公式およ
び非公式な従業員の結びつきが情報の相互作用と交換を促進すると同時に，その情報の
実際的な利用方法を促進するとている。
市場志向に関係する第3の要素は，組織構造と組織システムである。彼らによれば，
組織の公式化（formalization），集中化（centralization），部門化（departmentalization）
という3っの変数が考えられるべきであるとされ，“公式化”は，役割，権限関係，コミ
ュニケーション，規範制裁，手続きを規定するルールの程度を表わし，“集中化”は，
組織を通じた意思決定権限の移譲の程度と意思決定への組織のメンバーによる参加の
程度を表わし，そして“部門化”は，組織の諸活動が分離され，区分された部門の数であ
ると言及することができるとしている。
図表8－1　市場志向の先行研究と帰結
●強調（明確化）
●リスク忌避
　部門横断的な
　ダイナミクス
●コンフリクト
●結びつき
　組織システム
●公式化
●集中化
●部門化
●報酬システム
　市場志向
●情報の創造
●情報の伝播
●敏感性
　　従業員
●組織的コミット
　メント
●団結心
　　環境
●市場の断片化
●競争の激化
●テクノロジーの
　断片化
出所lA．　K．　Jaworski＆B．J．　Kohli，“Market　Orientation：Antecedents　and　Consequences，”
　　」・脚」卿・rh・ti・g，・V・1・57（J・ly　1993），P・55・
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2．J．　C．　Narver＆S．　F．　Slater，“The　Effect　of　a　Market　Orientation　on
　Business　Pro丘tability（1990）”による“市場志向”の捉え方11）
Narver＆Slaterは，市場志向の行動的構成要素として“顧客志向”と“競争業者
（competitor）志向”，および“機能横断的（interfunctional）調整”を挙げている。この
論文の中でNarverとSlaterは，「“顧客志向”は，標的顧客に対する継続的な優れた価値
を創造し，拡充された製品（augumented　product）を継続的に創造することができる
ように，その標的顧客を十分に理解することである」としている。また，　「販売者は，
標的購買者である中間業者のコストや収益のダイナミックな構造を理解するだけでな
く，その仲介市場における需要がどういった需要から派生するかを含めて，販売者がそ
の購買者に対して直面しているコストおよび収益のダイナミックな構造を理解してお
かなければならない」としており，さらには「販売者は，そのチャネルのすべてのレベ
ルでの経済性と潜在的制約条件をも理解しておく必要がある」と述べている。そして競
争業者志向に関しては，「“競争業者志向”は，販売者が主要な現在の競争相手と潜在的
競争相手の両方の短期的な強みと弱み，および長期的な能力と強みを理解することを意
味する」と述べ，機能横断的調整については，　「“機能横断的調整”とは，標的顧客のた
めの卓越した価値を創造することにおける企業資源の調整された統一化であり，購買者
のバリュー・チェーンにおけるすべての場所で，その購買者の求める価値を創造するこ
とができるようにすることである。それゆえに，販売者である企業のいかなる機能に属
しているいかなる個人も，購買者の求める価値の創造に潜在的に貢献するようにするべ
きである（Porter　1985）」と説明している。
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図表8－2　市場志向の関係図
顧客志向
?
業
?
競 ?
志
長期的収益
　の焦点
機能横断的
　調整
　　　　　　　　　　　　　標的市場
出所）C．　Narver＆S．　F．　Slater，‘The　Effect　of　a　Market　Orientation　on
　　Business　Pro且tability，”Journal　ofMarheting，　Vol．54（October　1990），
　　P．23．
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3．B．　P．　Shapiroの場合（“What　the　Hell　is‘Market　Oriented’？，”Harvard
　　Business　Re　vie　w　（Nov・Dec　1988））12）
B．P．　Shapiroの“What　the　Hell　is‘Market　Oriented’？”における市場志向に関する見
解も，概ねNarver＆Slaterと同じである。しかしながら，市場志向であるための顧客
情報の収集方法とその精度に関しては，　「最も効果的にその情報を利用するためには，
顧客情報は，市場調査，販売，マーケティングなどの機能を超えて移動し，R＆D研究
者やエンジニア，製造部門の人々といったすべての企業の機能に浸透しなければならな
い」として，市場志向であるためには，市場・顧客情報の共有化が重要であることを強
調している。
また，優れた企業では管理者は，すべての入手可能な市場調査レポートにアクセスし
たり，顧客のレスポンス電話などの情報を積極的に聞くようにはしているが，それだけ
では不十分であると述べている。上級管理者は，重要な顧客のところへは直接足を運び，
自分たちの製品を販売している小売業者や消費している消費者に会って，話を聞くこと
が必要であるとしている。
　さらに，「おそらく，販売員および技術的なサービスに従事している人々は，進化す
る顧客のニーズについてよく知っている。製造やR＆Dの人たちは，彼らと一緒に仕事
をすることによって，製造可能な製品をデザインすることができるだろう」と述べ，市
場志向であるためには顧客と直接接している現場の担当者の意見や感覚が反映される
ことが必要であることを指摘している。マー一一一一ケターにとって，自己満足的な，あるいは
独り善がりの“市場志向”はとても危険なことであり，恐れるべき敵であるとも述べてい
る。
4．G．　S．　Dayの見解13）
G．S．　Dayは，その著書ThθMarket　Driven　Organiza　inon　・’Understanding，
Attracting．　and　Keeρing　Valuable　Oustomersの中で「“市場駆動型組織（market
driven　organization）”であるためには，基本的な要素として“外部志向型の文化”“先を
読むための顕著な能力”そして“反応することを可能にする配置連関（configuration）”
の3つの要素が重要であり，これら3つの要素を結集し，浸透させていくための共有され
た知識基盤がこれらを支援する」としている。そして，これらの要素が結びついて，「大
切な顧客を理解し，惹き付け，維持する優れた能力となる」という説明をしている（図
表8－3参照）。
Dayの場合は，その著書のタイトルおよび彼の使っている言葉が「市場駆動型（market
driven）」であることから，市場志向とは若干の違いがあるという指摘もあるが，多く
の研究者がDayの文献を用いて市場志向の文献研究を行っていること，　Dayが市場志向
研究に関する第一人者であることを多くの研究者が認めていることからも検討する価
値のある見解である。ところで，Dayの見解にも市場志向の基盤となる要素として，そ
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の組織の文化が挙げられているが，この他，“市場志向”を組織学習ないしは組織文化と
して捉えて，その議論を展開している研究もいくつか存在する14）。
以上のことから，“市場志向”の捉え方，もしくはその定義あるいは要件を簡単にまと
めてみると，次のようになると思われる。
　①　“市場志向”とは，外部志向の発想を持つことであり，それは顧客志向であること
　　に加え，競争業者志向であることも求められる。
　②　“市場志向”は，外部志向であると同時に組織内部において，その外部情報やトッ
　　プ・マネジメントの思想を共有する部門横断的システムを持っていなければ機能し
　　ない。
　③　“市場志向”であるためには，組織のトップ・マネジメントの能力・姿勢およびそ
　　の関与が重要な役割を果たし，それが組織システムに結びついていなければならな
　　い。
　④“市場志向”であるためには，市場のニーズだけでなく，さまざまな情報にたいし
　　て“敏感”であることが求められる。
図表8－3　市場志向の諸要素
顧客
　　　　　　　　　　　　諸要素の配概関連
共有された　　　　　　・優れた顧客価値への焦点
知識基盤　　　　　　　・構造とシステムの一一貫性
　　　　　　　　　　・適応能力
　　　　　　能力
　　　・市’場理解能力
　　　・市場関係構築能力
　　　・戦略的思考能力
大切な顧客を理解し，
惹きつけ，維持する
能力
　　　　チャネル　　　　　　　　　　　　　　　　　コラボレーション
出所）G．S．　Day著，徳永豊・井上崇通・篠原敏彦訳『市場駆動型の組織一市場から考え
　　る戦略と組織の再構築』同友館，2005年，7頁（The　Market　Driven　Organization’
　　Understanding，∠Attracting，　andKeeping　Valuable　Cztstomers，1999，　The　Free　Press）．
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第2節　“市場志向”に関する諸研究の検討
現代の主要な研究者の定義ないしは議論から概ね上記のように捉えることのできる
“市場志向”ではあるが，実際の実務のレベルでは，果たしてどれだけの企業や事業が市
場志向であり，それはどれぐらい機能しているのであろうか。かつての「マーケティン
グ志向」や「消費者志向」のように，企業によっては“市場志向”というのはお題目であ
り，実際には組織のシステムに反映されていなかったり，“市場志向”と言いっっ，およ
そ市場志向とはかけ離れたマーケティング活動が行われているのを見かけることも
間々ある。それどころか，重要な役割を果たすことになるトップ・マネジメントが，
Shapiroの論文のように「わが社は“市場志向”である」と言いながら，本当は“市場志向”
を理解していないなどといった状況を耳にすることさえある。
　このような問題にっいて，上掲の研究者たちや，その他多くの研究者が“市場志向”の
解釈およびその成果（業績）などについて実証研究を試みている。それらの代表的な研
究を検討することにより，“市場志向”が実務社会でどのように扱われ，そしてどのよう
な成果（業績）に結びついているのかを検分することにしたい。
1．A．　K．　Jaworski＆B．　J．　Kohliの“Market　Orientation：Antecedents　and
　　Consequences，”　（1993）の研究15）
A．K．　Jaworski＆B．　J．　Kohliは，1990年の“Market　Orientation：The　Construct，
Research　Propositions，　and　Managerial　Implications，”の次のステップの研究として，
「①なぜいくつかの企業は，他の企業よりも市場志向であるのか，②市場志向は従業員
および事業成果（業績）にどのような影響を及ぼすのか，③市場志向と事業成果（業績）
との結びつきは環境要因に依存しているか」といった疑問の基に，次のような仮説を立
て，the　Marketing　Science　Instituteとthe　Dun　and　Bradstreet、㎜70刀Do71ar
Dietiollaryの1000社から抽出し，了解を得た206のマーケティング部門と187の非マー
ケティング部門に調査票を送り，222の事業単位から回答を得た（Sample　I）。彼ら
はまた，このサンプルによる結果をクロス確認するために，American　Marketing
Associationに属する会員から500の名前をランダム抽出し，アンケートを送り，230の
回答を得て（Sample　II），分析を行った。
仮説1．トップ・マネジメントが市場志向を強調すればするほど，1）市場情報（intelligence）
　　　の創造，2）情報伝播，3）組織の敏感性は高まる。
仮説2．トップ・マネジメントのリスク忌避が高まれば高まるほど，1）市場情報の創造，2）
　　　情報伝播，3）組織の敏感性は低くなる。
仮説3．部門間のコンフリクトが高まれば高まるほど，1）市場情報の創造，2）情報伝播，3）
　　　組織の敏感性は低くなる。
仮説4．部門間の結びつきが強ければ強いほど，1）市場情報の創造，2）情報伝播，3）組織
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　　　の敏感性は高くなる。
仮説5．公式化が高まれば高まるほど，1）市場情報の創造，情報伝播，反応のデザインは低
　　　くなり，2）反応の遂行度は高まる。
仮説6．集中化が高まれば高まるほど，1）市場情報の創造，情報伝播，反応のデザインは低
　　　くなり，2）反応の遂行度は高まる。
仮説7．部門化が高まれば高まるほど，1）市場情報の創造，情報伝播，反応のデザインは低
　　　くなり，2）反応の遂行度は高まる。
仮説8．管理者を評価し，報酬を与えることに対して，市場を基礎にした要因への依存度が高
　　　ければ高いほど，1）市場情報の創造，2）情報伝播，3）組織の敏感性は高まる。
仮説9．組織の市場志向の度合いが高ければ高いほど，その事業成果（業績）は高まる。
仮説10．市場志向であればあるほど，1）従業員の団結，2）従業員の組織的なコミットメン
　　　　トは高まる。
仮説11．市場の断片化が高まれば高まるほど，市場志向と事業成果（業績）の関係は強くな
　　　　る。
仮説12．競争が激化すればするほど，市場志向と事業成果（業績）の関係は強くなる。
仮説13．科学技術の断片化が高まれば高まるほど，市場志向と事業成果（業績）の関係は弱
　　　　くなる。
　この結果，先の8つの仮説については，「部門横断的結びっき」と「組織的な集中化」
の2つの要因に関係したいくつかの例外を除いて，事業の市場志向を促進することが示
唆された。例えば，「市場志向に関するトップ・マネジメントの強調の量」は，市場情
報の収集に影響を与えているらしく，また「トップ・マネジメントのリスク忌避」は，
情報の創造や伝播にほとんど影響を与えていないようだが，敏感性にはネガティブな影
響を与えているようだった。これらの結果から，彼らは，「トップ・マネジメントは従
業員に積極的に市場開発の必要性を継続的に強調するべきであり，市場開発にはリスク
はつきものであるが，トップ・マネジメントがそのリスクを保証することを嫌がったら，
顧客の選好の変化に組織は反応できない」と報告している。
また，「組織横断的なコンフリクトと調整」，および「情報の共有」については，組
織横断的なコンフリクトは情報の伝播と組織の敏感性を妨げる傾向にあり，これは，対
立する部門の個々人は市場情報を共有したり，顧客のニーズや期待を充足するために他
の部門と協力して何かを行うことをしないという仮説を支持したものになった。そして，
「部門間の結びつき」については，それが市場志向を促進する結果に繋がることが両方
のサンプルにより支持されることになったが，サンプルHでは，その「結びつき」は組
織内の情報の伝播を促進し，それが市場志向の改善に繋がっていることが解った。一方，
サンプル1では，「結びつき」は，情報の伝播には関係はないように見られるが，全体
的な市場志向には関係している傾向にあったと報告している。
　さらに，顧客満足や顧客との関係構築といった要素を基礎に従業員に報酬を与えてい
るような組織は，より市場志向的である傾向にあり，報酬システムのデザインが市場志
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向に大きな役割を果たしており，“正しい”報酬システムは市場志向，情報の収集，情報
の伝播という3つのすべての要素を促進する傾向にあったとしている。この両方のサン
プル調査の結果として，意思決定に関する「集中化」は市揚志向に対する障壁として出
たが，2つのサンプル間で多少の差異が見られた。それは，サインプル1では，　「集中
化」は，情報の伝播および敏感性についてはネガティブに出たが，サンプルHでは，「集
中化」は情報の創造に関してネガティブに出たということである。そして，　「公式化」
はどちらのサンプルでも市場志向には関係していないようであった。ルールを強調する
ことは，環境の変化に対して組織を適応的にしない。しかしながら，それが適切にデザ
インされれば，組織はそのルールをさまざまな部門が“市場の評価（market
assessment）”の充足のために機能するように用いる可能性が高いということである。
そしてそのようなルールは情報の伝播を促進したり，顧客の不満や市場変化に対する素
早い対応を求めるかもしれないと述べている。
一方，仮説の9から13の事業成果（業績）と従業員における市場志向の効果について
は，全体的に言って，その成果（業績）が判断的（judgmenta1）な測度を用いて評価
された場合，市場志向は事業成果（業績）に大きく関係していることが理解できたが，
市場シェアに関するより客観的な測度を用いた場合，市場志向は成果（業績）に関係し
ていないようだったと報告している。これについては，　「まず第1に，市場シェアは成
果（業績）の適切な指標であるかどうかは不明確である。第2に，市場志向が長年に亘
って高い市場シェアに結びついているといったような，市場シェアに対する市場志向の
効果にはラグがある可能性が高く，この研究のようなcross　sectionalな研究では捉える
ことはできない」として，成果（業績）の測定には判断的な測度を用いて得られた結果
を示している。
　これによれば，市場志向の従業員のコミットメントへの効果は，仮説が強く支持され，
市場志向は従業員と組織を結びつけるのに役立ち，市場のニーズと期待を充足すること
に対して，大きな1つの組織的な家族に属している感情を促進しているようであるとし
ている。また，市場志向と成果（業績）との関係に係る市場の断片化，競争の激化，テ
クノロジーの断片化に関する仮説の検証は，統計的には有意にならず，仮説11から13
の3つのモデーレーターのどれも支持されるものはなかったと報告している。
2．J．　C．　Narver＆S．　F．　Slaterの“The　Effect　of　a　Market　Orientation　on
　　Business　Profitability，”　（1990）16）
J．C．　NarverとS．　F．　Slaterは本論文で，それまで「市場志向に関する有効な測定基準
が存在せず，事業成果（業績）へのその効果のシステマティックな分析も存在しなかっ
た」という立場に立ち，持続可能な競争優位と市場志向との関係を検討し，“なぜ市場
志向が顧客に対する卓越した価値を最も効果的かつ効率的に生み出す事業文化なのか”
を審議し，市場志向と事業成果（業績）との間の期待された関係を，設定された仮説を
基に明らかにすることを行った。
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彼らは，　「市場志向は，顧客志向と競争業者志向，機能横断的調整という3っの行動
的要素と，長期的視点と収益目的の2つの意思決定基準を構成する1次元構造であり一な
ぜなら，先の3っの行動的要素と2つの基準は概念的に密接な関係にあるため一，5つの
要素各々は複数項目尺度で十分測定可能である。この1次元構造において，3つの行動的
要素と2つの決定基準は，概念的に密接に関係している」という仮説を立て，事業が長
期的収益を最大化するためには，その標的顧客のために継続的に卓越した価値を創造し
続けなければならないと考えた。
調査に先立ち，彼らは構成概念の有効性を確立するために，仮説として立てられた市
場志向に関係する5つの構成要素を特徴づける複数項目を開発し，それを戦略的マーケ
ティング研究の権威に関連付けを託し，項目追加してもらった。ζれにより作成された
調査票は，主要な森林製品の戦略事業単位に対して全部で440通送られ，371の回答を
得た。このうち，ミスのない完全な回答は113で，それらは，36の生活必需品事業，23
の特殊製品事業，51の流通事業，そして3つの輸出事業であった。
　この調査研究では，先に示した仮説にしたがい，従属変数をROA（relative　return　on
investment：他のすべての競争相手のROAに関連した過去から現在のその主要対象市
場セグメントにおけるSBUのROA）とし，独立変数を1）市場志向，2）二乗された市
場志向，3）買い手のパワー，4）供給業者のパワー，5）販売者の集中度，6）参入の
容易さ，7）市場成長度，8）テクノロジーの変化率，9）相対的市場規模，10）相対的
コストとして，7点尺度で測定した。
　この結果，必需品・非必需品事業の両方ともで，多少の差はあるものの，市場志向が
収益性の重要な決定因であるという本研究の仮説を支持する結果となった。また，相対
的コストについても，両方の事業分野で収益性の重要な決定因であることを示したとし
ている。すなわち，必需品・非必需品のどちらの事業でも，市場志向の高いと判断され
た事業は，高いROAを示したのであった。この他，市場成長と買い手のパワーについ
ては，彼らの予測どおり，ネガティブなスコアを示し，とりわけ必需品市場においては，
買い手のパワーは，かなり強いポジティブの係数を得た。これは，市場志向的である事
業と買い手との間には有益な関係が存在することを示しているということである。
　しかしながら，事業の規模が大きくなればなるほど，市場志向であることを示す値は
低くなり，人的資源管理についても低い値を示す傾向が見られた。この低い人的資源管
理スコアは，機能横断的な調整に関する低いスコアと結びついており，新規参入も容易
であるということを示唆した結果になった。
　総体的な結論としては，顧客志向，競争業者志向，機能横断的調整という3つの要素
は，市場志向と強く関係しており，これらは事業が市場志向であるか否かを測定する要
素としては，非常に有効な基準となり得，これらの基準を満たしている，すなわち市場
志向的である事業は，収益性も高いというのが本研究から得られた結果であるというこ
とである。
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3．R．　E．　Morgan＆C．　A．　Strongの“Market　orientation　and　dimensions　of
　　　strategic　orientation，”　　（1977）　17）
彼らは，市場志向と企業ないしは事業の包括的戦略（comprehensive　strategy）との
関係を扱った研究が少ないことに言及し，競争戦略が市場志向のための鍵となる焦点を
構成するものであるという見地に立ち，広範かつ多くの戦略マネジメントの文献を精査
し，企業の市場志向18）と戦略志向の下記の6つの側面の関係を本研究で検証した。そ
してそれにより，この領域における理解の限定された基盤を伸張させることを試みた。
彼らは，市場志向と戦略志向の次元の関係について次の6つの仮説をたて，イギリス
の中・大規模製造業から1000の事業単位をランダムに抽出し，調査を行った。調査手
法は，先のJ．C．　Narver＆S．　F．　Slaterに従い，181の有効回答を得て，分析が行われた。
回答者の多くはマーケティング部門管理者であり，マーケティングおよびビジネス開発
担当管理者とそれに類似した部門管理者がそれに次いでいた。
仮説1）市場志向は戦略志向における企業の積極性（aggressiveness）に正に関係している。
仮説2）市場志向は戦略志向における企業の分析力（analysis）に正に関係している。
仮説3）市場志向は戦略志向における企業の守勢性（defensiveness）に負に関係している。
仮説4）市場志向は戦略志向における企業の将来性（futurity）に正に関係している。
仮説5）市場志向は戦略志向における企業の先見性（proactiveness）に正に関係している。
仮説6）市場志向は戦略志向における企業の冒険度（riskiness）に正に関係している。
彼らは，これらの仮説を検証するために，市場志向の評価項目として「1）顧客への
コミットメントに焦点を当てる，2）顧客に対する価値を創造する，3）顧客のニーズを
理解する，4）顧客満足を測定する，5）販売員が競争業者の情報を共有している，6）
競争業者のアクションに迅速に反応する，7）トップ・マネジャーが競争業者の戦略を
吟味する，8）部門横断的に情報を共有する，9）各機能の中で情報が共有される，10）
戦略における機能的な統合がなされる，11）すべて機i能が顧客価値に貢献する，12）
全社的に資源を共有する」を作り，各次元について以下の表にあるような内容で質問を
した。
　この調査から，戦略的な姿勢を持った市場志向的な企業は，とりわけ市場志向と先見
性（仮説変数5）の変数間において強い関係を持つことが認められた。また，市場志向
的である企業は，企業の戦略志向の分析力の次元（仮説変数2）において，問題解決能
力や内的プロセス能力で優れていることが示されたとしている。さらに，市場志向と将
来性（仮説変数4）との相関の有意性は，市場の進化を予測し，それに潜在的に寄与す
る組織の戦略志向的な側面を持っていることを示しているとし，将来性の変数の高い企
業は，長期的な視座を持ち，市場の創造的機会を捕える能力を持っていると説明してい
る。
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図表8－4
次元
積極性
市場シェアを獲得するためには収益性を犠牲にすることがよくある。
市場シェアを増大させるために値下げをすることがよくある。
競争相手よりも低い価格を設定することがよくある。
キャッシュ・フU－一や収益性を犠牲にしても市場シェア地位を追い求めることがよくある。
分析力
異なった機能領域問で効果的な調整を強調している。
自社の情報システムは意思決定のための支援となっている。
主要な意思決定に際には，通常分析を通じて意思決定開発を行うようにしている。
複数の計画立案テクニックを用いている。
マネジメント情報と管理システムのアウトプットを利用している。
守勢性
随時，製造技術の重要な変更を行っている。
成果（業績）の監視のためのコスト管理システムをよく用いている。
生産管理テクニックをよく用いる。
品質管理サークルの利用を通じて，品質管理をすることに努めている。
将来性
将来の競争的強みを得るために，ベーシック・リサーチを強調している。
オペレーションの予測インディケータは共通している（共有されている）。
重要な全般的趨勢の公式的な追跡は共通している（共有されている）。
重大な問題に関しては“もしそうなったら（what　if）”分析をよく行う。
先見性
現在のオペレーションに関連した新しい機会を常に探索している。
常に市場に新ブランドや新製品を導入する一番手である。
市場が受け入れそうな事業に常に注意を支払っている。
ライフサイクルの後期段階でのオペレーション（操作）は戦略的に言って避けるべきだ。
冒険度
主要な意思決定をするときはむしろ保守的な見解を採用する傾向にある。
新しいプロジェクトは一括承認よりもむしろ段階を踏んで承認される。
確かな期待された収益を得られるプロジェクトを支持する傾向にある。
自社のオペレーションは概してうまくいくことが立証された方法に従っている。
出所）R．E．　Morgan＆C．　A．　Strong，“Market　orientation　and　dimensions　of　strategic
　　　orientation，”　Euroρean　Journa　1　OfMarkθtiηg，　Vol．32．　No．11／12，1998，　pp．1062，
　　　1063を筆者が修正．
一方，守勢性（仮説変数3）と市場志向との問には仮説のような否定的な関係は見ら
れなかった。また，仮説1）についても，戦略志向の積極性（仮説変数1）の次元は，仮
説に反して市場志向との関係においてネガティブな結果を示した。そして，残った冒険
度（仮説変数6）であるが，これは市場志向との関係において，何の関係も観察されな
かったと報告している。
　これにより，彼らは，　「戦略志向における企業の先見性，分析力，将来性はすべて市
場志向と関連してポジティブであり，有意である。そえゆえに，市場志向的活動および
行動は，市場の機会の先見的探索，問題解決，組織学習に対する分析的アプローチ，そ
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して長期的計画とポジショニング考慮に強く関連している」と結論付けている。また，
管理者への示唆として，「市場志向が組織によって適用される戦略志向の形態において
主要な要件であることを理解するために，優先順位が確立されることが必要である。市
場志向に相応しい活動および行動を追求することの価値を認識できない企業は，先見的
な気概に欠け，誤った方向に行ってしまう意思決定アプローチを採用したり，目先のお
よび短期的な問題に神経を注ぐことによって，競争戦略的条件において無警戒になって
しまう」と述べている。
4．　G．F．　Gebhardt，　G．　S．　Carpenter，＆J．　F．　Sherry　Jr．の“Creating　a
　　Market　Orientation：A　Longitudinal，　Multifirm，　Grounded　Analysis　of
　　Cultural　Transformation，”　（2006）19）
G．F．　Gabhardtらは，　「組織がより市場志向になるためにはいかに変化するべきか」
という論点から出発し，経度的な（longitudinal）研究として組織を“変化プロセスにあ
る”“現在変化している”“市場志向を達成している”という3っの段階に類型化し，その企
業の歴史的な変遷や現行事業に関するインタビューを通じて，それを明らかにしようと
した。彼らによれば，データ収集インタビューは，垂直的なレベルとして，その組織の
CEOから店舗販売員まで，そして水平的レベルとして，マーケティング部門から財務，
エンジニアなどのさまざまな部門にまで及び，それぞれのインタビューは少なくとも40
分以上で，70人以上から約10カ月かけて行われたとしている。
その結果，彼らは市場志向の創造プロセスは①創生段階（initiation），②再構成段階
（reconstitution），②制度化段階（institutionalization），④維持段階（maintenance）
の4段階に分けることができると述べている。
①創生段階（initiation）＿変化のための刺激が外部の脅威の認知という形で生まれ，
　不満を感じた力のあるステークホルダーが，変化のために先頭に立っ新しいリーダ
　ーを求め，舞台裏で準備を始める段階。この段階では，変化のためのプランの一環
　として，1）価値の前提と価値の伝達システム，2）コミュニケーション・システム，
　3）安全性，4）継続的な改善，5）組織的整合，6）情報テクノロジーの6つのプロ
　セス変化が始まる。
②　再構成段階（reconstitution）＿変化のためのプランの全組織的な実行が再構成段
　階である。これには1）境界設定，2）価値と規範の開発，3）市場との再結合，4）
　反対者の排除と支持者の採用，5）協同的戦略の5段階から構成される。
③　制度化段階（institutionalization）．．．組織が，インフォーマルに起こった組織文
　化的変化を制度化し，市場志向的に行動することでの成功を享受し，さらに市場志
　向的文化を保持し，高めるために明示的なシンボルおよび人工物，儀i礼などを生み
　出す。これらは，1）公式化，2）報酬の調節，3）強化と訓練，4）パワー・シフト
　といった概念に特徴づけられる。
④維持段階（maintenance）＿この段階では，従業員は「なぜ自社が変化したのか，
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　自社の成功は誰に帰されるのか」といったことについて，異なったさまざまな解釈
　をし始める。組織の市場志向的文化および業績を維持するために，組織のリーダー
　は新しいプロセスないしは行動モデルを開発することが求められる。それは，1）新
　しいメンバーの文化的スクリーニングをする，2）文化維持儀礼を行う，3）現行の
　市場結合活動を維持する，4）文化的情熱の維持継承者の起用，5）管理者の気まぐ
　れや一時的な行動に対する常時監視という市場スキーマを更新し，市場志向プロセ
　ス・スキーマを確認するための一連の作業によって高められる。
そして彼らは，　「文化的変質のこの4段階プロセスを実行することによって，組織は
市場志向を作り出すことができる。市場志向を創造することは，組織文化と組織的に共
有された市場理解の創造に対するドラマティックな変化が必要である」と結論付けてい
る。
第3節　　“市場志向”に関する諸研究についての若干の議論と事業・マーケティ
　　　　ング活動への新たなる視座
以上これまで“市場志向”に関する主要な研究をいくつか検討してきたが，これらの研
究にはいくつかの問題点があると言えよう。それは，これらの研究のほとんどが，トッ
プ・マネジメントないしは上級管理者に対しての調査であり，しかもその多くが“No”
と答えたならば，彼らの資質あるいは管理能力を疑われてしまうような質問項目もしく
は質問内容であるということである。例えば，「この事業単位では，顧客が将来どのよ
うな製品もしくはサービスを必要としているかを明らかにするために，少なくとも1
年に1度は顧客と会談している20）」とか「自社の最終ユーザー（小売業者や流通業
者などの）の購買に影響を及ぼし得る人たちとよく会見したり，彼らに調査を行ってい
る21）」といった質問が多く見受けられる。このような質問に対して，その部門の管理
者たちは，7点尺度だったとしたならば，調査票の1から3といった低いスコアに喜んで
チェックをいれるだろうか。また仮にそれらの質問に正直に答えたとしても，トップ・
マネジメントないしは上級管理者が“わが社（事業部）は市場志向である”と思っていた
り，対外的にそう公表しているだけで，部下や現場の社員はそうは考えていないといっ
たようなことはないのだろうか。
　このような疑問は，“市場志向”の鍵をなす概念についても言えることである。A．　K．
Kohli＆B．　J．　Jaworski（1993）の調査を例に採ると，“部門横断的なコンフリクト”に
関する質問で「この事業のほとんどの部門がお互いにうまくいっている22）」「複数の
部門の人々が協力しているときは，緊張感が高まっていることがよくある23）」と訊い
ていたり，“部門横断的な結びつき”に関しては，「この事業単位では，地位やランクに
関係なく話す必要がある時は誰とでもすぐに話し合える24）」「この部門の係長クラス
の管理職は，他の部門の係長クラスの管理職と打ち合わせをよくする25）」などといっ
た質問をしている。このような質問を郵送法でトップ・マネジメントないしは上級管理
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者にして，果たしてどれだけ有効な回答が得られるのであろうか。これによって，部門
間の，あるいは職位間の情報の共有度が明らかになり，それが市場志向と結びついてい
るかを測定するのは難しいのではないかと思わざるを得ないのである。
　J．C．　Narver＆S．　E　SIaterの研究においても類似したような疑問が浮かんでくる。確
かに，市場志向である企業（組織）は，その業績も良好である可能性は高く，彼らの研
究結果に異論を挟むものではない。しかしながら，2001年に破綻したMCIワールドコ
ム社は，顧客価値を創造することを社是として“顧客にフォーカス”することを追求した
市場志向的企業の代表格と言われていた企業である26）。わが国でも，“市場志向的経
営”をトップ・マネジメントが声高に対外的に叫びつつ，その後業績低迷に陥った電機
業界のN社や，近年，売上に加えて株価も低迷し，仕入業者や従業員からの評価が必ず
しも良好ではないいくつかの百貨店など，その例は少なくない。何よりも，　「ひとつ，
この仕事を通じて，お客さま全てのより豊かな暮らしに奉仕致します。ひとつ，真心を
込めて，よい品をどんどん安く売る事を働き甲斐と致します。ひとつ，人を愛し，店を
愛して，日々美しい努力を続けます」を社是としていたダイエーが破断したことが，こ
の“市揚志向”に関するトップ・マネジメントの姿勢と業績の関係の疑問を表していると
言えよう。すなわち，ダイエーの中内氏にしても，常日頃から，“顧客志向”であり“ス
テV－一一一クホルダー志向”であることを対外的には述べていた。しかしながら，顧客も市場
も彼らを受け入れてはいなかったのである。
本章で取り扱った研究において述べられているように，組織が市場志向であるために
はトップ・マネジメントが大きな，かつ重要な役割を果たすことは間違いないであろう。
しかしながら，現代企業のトップ・マネジメントや上級管理者には“市場志向”を中心に
おいた事業活動もしくはマーケティング活動を長期的な視点で組み立てるだけの環境
や条件，資質がどれだけ整っているのであろうか。
J．C．　Narver＆S．　F．　Slaterも述べているように，組織が大きくなればなるほどこの問
題は顕著であるように見受けられる。ドラスティックに変化する環境にあって，管理者
たちには短期間で業績に関する答えを出さなければならないという現状がある。そのた
め，とりわけ大規模企業の管理者たちは，組織を市揚志向に組み立てなおすとか，市場
志向的戦略の計画・遂行の基礎を作り上げるといった時問のかかる課業に取り組むのは
ますます困難になってきていると言えるだろう。また，周知のように，組織が大きくな
ればなるほど，そのシステムも複雑化するため，コミュニケーションの阻害要因も増大
する。そのような状況下では，トップ・マネジメントや上級管理者は，現場や生の市場
の情報を入手するのはかなり困難である。そうであれば，現場が持っている情報や生の
市場の情報の共有化や，組織横断的な情報の共有化は達成することのできる可能性がま
すます低くなる。したがって，その事業もしくは組織が「どれだけ市場志向か」という
ことを検証するには，トップ・マネジメントないしは上級管理者に訊いただけでは判ら
ないのではないかと思われるのである。
　この点については，先に示したようにShapiroも同様の指摘している。実際の市場で
何が起きているかは，現場の担当者がその組織の中で最も理解しているはずであるが，
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その情報を吸い上げられない，あるいは共有できない組織システムに問題があることは
言うまでもない。もちろん，組織システムを構築ないしは変更するのはトップ・マネジ
メントの裁量である。しかしながら，組織システムをうまく作ったとしても，トップ・
マネジメントが外部状況や市場の変化，組織成員の言動に敏感でなければ，そのシステ
ムは機能しないだろう。また，そのシステムが機能しているか，機能不全であるかを判
断するのもトップ・マネジメントであることが多く，トップ・マネジメントの能力，置
かれている状況如何によっては，その判断に狂いが生じることもあるだろう。
　したがって，その組織ないしは事業体が“市場志向”であるかどうかを確認するために
は，トップ・マネジメントだけでなく，文字通り市場に直接関係し，敏感に市場を感じ
取っている現場の社員や顧客に訊くことが求められるのは，ことさら言うまでもないこ
とである。ただし，ここで間違えてはならないのは，市場志向＝：顧客志向ではないとい
うことである。顧客は時として，自己の言い分や「そうあってほしいこと」を主張する
傾向が強く，顧客の言いなりになることが本当の意味での顧客志向ではないことも，数
多くの研究者や事業経験者が指摘していることであり，ましてや顧客が市場すべてを包
含している概念でないことは，本論考で述べるまでもないことである。
　またさらに，市場の捉え方として本論考で筆者が強調したい視点として，仕入業者な
いしは供給業者の視点がある。先にも少し触れたことではあるが，筆者の必ずしも多く
ない実務経験やヒアリング調査研究からではあるが，仕入業者もしくは供給業者が「望
ましい状態ではない」とか「あの会社とはできることならっき合いたくない」と述べた
ような企業は，市場から去ってしまっているか，業績不良状態に落ちっていることが少
なくないのである。つまり，“市場志向”であることにおいて考慮するべき市場は，自社
の製品ないしはサービスを提供する市場だけではないのである。仕入市場もまた重要な
市場であり，仕入市場において支持されない企業は，高品質ないしは良好な原材料や半
製品，部品だけでなく，それらに関係する情報も入手することができないことになって
しまうのである。そのような視座から“市場志向”の捉え方を再度纏めてみると以下のよ
うになると考えられる。
　①“市場志向”であるためには，市場のニーズだけでなく，市場のさまざまな情報に
　　たいして“敏感”であることが求められる。そのためには，顧客志向であり，競争業
　　者志向であり，テクノロジー志向であり，現場志向であることに加え，仕入業者志
　　向であることが必要である。
　②“市場志向”は，外部志向であると同時に組織内部において，その外部情報やトッ
　　プ・マネジメントの思想を共有する部門横断的システムを持っていなければ機能し
　　ない。
　③“市場志向”であるためには，組織のトップ・マネジメントの能力・姿勢およびそ
　　の関与が重要な役割を果たし，それが組織システムに結びついていなければならな
　　い。そのためには，トップ・マネジメントが，それについてどの程度，どのぐらい
　　の頻度で関わっているか，どれぐらいの能力を発揮しているかを診断する機能が必
　　要である。
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　④　“市場志向”であることは，大変な努力を必要とするが，そのためには「自組織が
　　どれぐらい“市場志向”であるか」を定期的に評価し，フィードバックするシステム
　　を備えておくことが求められる。
　この他にももちろん，A　K．　Kohli＆B．　J．　JaworskiやJ．　C．　Narver＆S．　F．
Slater，　Shapiroらが指摘しているような内容もしくは変数にも留意することが必要と
なるであろう。
最後に，筆者が本論でいま1っ問題としたいのは，上述の④に関わる市場志向の取り
扱い方である。それは，本章の他の部分で幾度となく触れてきたが，かなりの数の研究
者が市場志向を組織文化として取り扱ったり，議論・研究したりしていることついてで
ある。確かに，市場志向を組織文化として捉え，「組織文化を理解し，良好な状態に変
える，もしくは育てる」といった議論はある一つの方向性としては有意義な議論である
ことには間違いない。しかしながら，市場志向を組織文化として捉え，扱ったならば，
その焦点は「いかに育てるか」または「いかに変えるか」といったところに置かれるこ
とになる。そうであった場合，市場志向は戦略とは直接関係のない次元の組織文化とし
て扱われることになる。周知の通り，市場は絶え間なく，時にはドラスティックに，時
にはインクリメンタルに，そして時には思いもよらない方向に変化し続けている。その
ように変化して止まない市場を常に的確に把握し，そしてそれを組織の戦略に反映させ
ることを目的とする“市場志向”を，組織文化として取り扱ったならば，その組織の戦略
は，市場の変化に対して常に後手後手になってしまうだろう。組織は，変化し続ける市
場にできるだけ遅れず，ときにはその変化を先取りして戦略にそれを生かさなければな
らない。そのためには，市場志向は「変える」とか「育てる」といった組織文化として
取り扱うのではなく，戦略の1つの達成すべき目標ないしは進むべき方向として取り扱
われるべきである。そして，少なくとも1年に1度以上は見直される，もしくは確認され
るべき戦略の駆動要因として考えられるべきものであるということを，戦略立案者もし
くは意思決定者は十分に認識しておくことが必要であろう。
結びと課題
本章では，いわゆる“市場志向”という言葉，もしくはそれが意味する概念について，
実務家の人たち，あるいは研究者である私たちが，「どのように理解し，そしてどのよ
うに企業活動において位置づけるべきなのか」といったことを中心にアメリカ合衆国の
研究者の見解を主として内外の代表的な研究を検討することを通じて，再確認をし，概
念整理を行った。そして次に，その“市場志向”が「どのように企業社会で機能している
か」，ないしは「どのように企業・ビジネス戦略において扱われるべきか，あるいは管
理されるべきか」といったことに関する諸研究を検討することによって，現実社会およ
び事業活動における“市場志向”の考え方，および市場志向型のビジネス戦略のあり方に
ついて議論してみた。
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前項においても指摘したとおり，今までの研究においては明らかにされていない，ま
たはあいまいなままで済まされている重要な鍵となる事業戦略構築上の要素がいくつ
か残されており，それらが未解決な状態で研究が行われている現状があることが解った。
これは，“市場志向”という言葉が非常に多くの概念や関係要素を含むものであるために，
定義のしにくい言葉ないしは概念であり，捉える視点，主体によって異なることに起因
することであると考えられる。
今回の研究では，そのような問題点の提起と原因を洗い出すこと，およびそれを解決
するためのいくつかの手立ての示唆に終わったが，今後の研究では，これらの示唆を基
に実証的な研究を行うことが求められるだろう。
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第9章（終章）
　　　　マーケティング思考の新潮流と
現代ビジネス・マーケティングにおける問題点
　1980年代以降，マーケティングの研究あるいは実務の世界においては，リレーション
シップ・マーケティングをはじめとして，ワンーツー一ワン・マーケティング，インター
ネット・マーケティング，インタラクティブ・マーケティング，経験マーケティング，
コーズ・マーケティング，パーミッション・マーケティングなどといった多くの，場合
によっては“こじつけ”とさえ思われかねない“新しい”概念もしくは思考が生まれ，使わ
れ，そしてそのうちのいくつかは消え去っていったりもしている。
それらの思考・概念枠組みの中には必ずしも“新しい”と言えるものではなく，従来の
マーケティングの考え方，あるいは先人たちの枠組みで十分処理または説明可能である
ものが少なくない1）。それにも拘らず，なぜかくもたくさんの“新しい”思考や研究枠
組みがマーケティングの世界において考え出されたり，作られたりしていのであろうか。
それには無論，時の流れとともに変化する環境や科学技術のみならず，そこに生活する
人々の行動様式・考え方の変化が影響しているものと思われるが，それ以外にもいくつ
かの理由，もしくはマーケティング研究それ自体が持つ問題があるのかもしれない。
そのようなことから本章では，「それらの思考ないしは分析視点がなぜ生まれたのか」
そして「マーケティング研究およびビジネスの現場において，それらがどのような意味
ないしは意義を持っのか」ということにっいて検討することを通じて，現代マーケティ
ングの思考もしくはアプローチの方法の有効性をおよび問題点を明らかにすることを
試みる。
第1節　1980年代以降に出現した“新しい”マーケティング思考の概観
2001年10月のHarvard」Business　Rθ　vie　wに「（あなたは）あなたの顧客を悩ませてい
る〈Torment　Your　Customer（They’11　Love　It）〉」というタイトルの論文をStephen
Brownが寄稿している2）。この論文で，　S．　Brownは，世界の教科書と謳われるP．　Kotler
の顧客中心主義のマーケティング・コンセプトによるAPIC（Analysis，　Positioning，
Implement，　Contro1）のパラダイムを痛烈に批判している。彼は「顧客は自分が何を望
んでいるのかを自覚していない。（中略）自分が何を望んでいるか自分自身がわかって
いないことすら気づいていない。フォーカス・グループ・インタビューで否定された製
品（例えば，クライスラー製のミニバンなど）が成功しているのを見れば一目瞭然であ
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る3）」　「マーケティングの成功は，単なる膨大なデータの垂れ流しから生まれて来る
のではなく，人々が何を望んでいるかに関する深い理解から生まれてくる。人々が何を
求めていようと，売り手である企業から卑屈な追従を受けることなど一貫して拒んでい
る4）」と述べ，十数版を超えるMarketing　Managementあるいは伽批ゆ飴50f
MarketingtSど，次から次へと加筆，改訂される分厚いテキストに代表されるP．　Kotler
の提唱するマーケティングを批判している。
　彼はまた，その後の当該論文に反論をしたKotlerとのHBRにおけるやり取りの中で
「（Kotlerの提唱する）顧客中心主義がCRM（Customer　Relationship　Management）
やパーミッション・マーケティングといった身の毛のよだつようなガングリオンを生み
出した5）」とも述べ，1980年代の後半以降出現した，いわゆる“親しい”マーケティン
グの思考・アプローチ方法についても厳しい評価をしている。
　このようにS．Brownが評するP．　Kotlerのパラダイムを中心として発展してきた近年
のマーケティング思考にはどのようなものがあり，対象とするマーケティング活動もし
くはマーケティング現象に対して，それらがどのような視角あるいはアプローチ方法を
採用しているのかを今一度確認してみることにしよう。
　まずはじめに，リレーションシップ・マーケティング（Relationship　Marketing）で
あるが，第3章でも論じたように，リレーションシップ・マーケティングのコンセプト
は，C．　Gr6nroos，およびL．　L．　BerryとA．　Prasuramanらが，1990年代の初頭にサービ
ス・マーケティングの枠組みの中で論及したのが，最も一般的に受け入れられるように
なったきっかけのようである6）。その理念あるいは考え方の基本は，　「サービス企業
が顧客との取引関係を一回限りと考えるのではなく，最初の取引の後も顧客との良好で
継続的な取引関係を維持・発展させていく」といったものであった7）。それが，その
後サービス企業だけでなく，製品を製造・販売する一般企業にまで適用されるようにな
り，現代では「企業および事業の行動システムに顧客を組み込み，顧客との良好な関係
を構築し，それを維持・発展させていくことによって，競争上の優位なポジションを築
こうとするものである8）」と言うことができる。すなわちそれは，企業が競争上裡で
他社よりも優位な競争地位を築くためには，顧客とのより良好な関係を構築し，それを
継続的に維持することが重要であり，そのためには顧客のことをより良く理解し，顧客
に満足を与えるような活動をすることが求められるというコンセプトである。
　次にワン・ツーワン・マーケティング（One　to　One　Marketing）であるが，ワン・ツ
ー一純刀Eマーケティングとは，　「文字通り1対1のマーケティング様式を指し，対象市
場をマスとしてではなく，顔の見える“個”と捉え，その一人一人の顧客の要求に応えら
れる，あるいはきめの細かい対話を通じて高いロイヤリティ形成と関係強化を図りつつ，
企業成長を達成しようとするマーケティング努力である9）」とされる。この思考は，
1990年代の中頃ないしはリレーションシップ・マーケティングとほぼ前後して出現す
る。この思考の出発点は，基本的に異なるであろう顧客一人一人の欲求を，それぞれに
適合した提供物で充足するというマーケティング本来の考え方に立脚したものである
と言うことができよう。
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　そしてインターネット・マーケティング（Internet　Marketing；Online　Marketing）
およびインタラクティブ・マーケティング（Interactive　Marketing）についてである
が，これらは，両社ともほぼ同時期に，そしてほぼ同じテクノロジーの基に生まれた言
葉である。これらは端的に言ってしまうと，近年のITまたはインターネットの普及によ
り確立した通信販売，ないしはリレーションシップ・マーケティングまたはワン・ツー一
ワン・マーケティングと言うことができる。これらは，インターネットを利用すること
で，その活動が双方向性に富んでいることから，直接顧客の要望や苦情，問い合わせに
応じることができ，さまざまなレスポンス情報を獲得して，BtoCのリレーションシッ
プ・マーケティングないしはワンーツー一ワン・マーケティングを可能にしたとされるも
のである。
　またパーミッション・マーケティング（Permission　Marketing）とは，リレーション
シップ・マーケティングにおける顧客との良好な，あるいはより密接な関係を築くこと
目的として行われる活動が，顧客の不満を招くことがあることを考慮に入れ，事前にパ
ーミッション（許可・許容）を得た相手に許諾の範囲内で，情報提供や勧誘，販売促進，
顧客情報取得などの活動が許されるとするマーケティングの考え方，あるいはそうした
マーケティング手法であるとされる10）。これは事前にマーケティング・メッセージが
届けれられることを了承，期待している顧客に対してアプローチするために，リレーシ
ョンシップ・マーケティングあるいはモダン・マーケティングの目指す顧客との良好な
関係ないしは顧客満足が期待できると言われている11）。
　さらにコーズ（リレイテッド）・マーケティング（Cause－related　Marketing）は，
「製品の売上によって得た利益の一部を社会に貢献する事業を行っているNGOなどの
組織に寄付する活動を通して売上の増加を目指すというマーケティング手法で，企業の
社会的責任を重視したマーケティングであるとされる。企業は社会貢献事業への積極的
な姿勢を示すことで，顧客の選好を集めることができるだけでなく，企業のイメージ向
上やステークホルダーからの評価なども期待できる12）」というものである。これには，
アメリカン・エキスプレス社が展開した“自由の女神修復キャンペーン”や，乳がんの早
期発見，早期診断，早期治療の重要性を訴えるピンクリボン活動などが，その例として
よく挙げられる13）。
最後に経験価値マーケティングであるが，経験価値マーケティングとは，「Bernd　H．
Schmittによって提示された考え方で，ユーザの経験価値に着目したマーケティング，
および経験価値を重視したマーケティングを行うべきであるというもの。従来のマーケ
ティングの基本的な考え方とは異なり，SENSE（感覚）やFEEL（喜怒哀楽），THINK
（考える），ACT（行動する）そしてRELATE（他者との交流）という5つの経験領域
からマーケティングを考えるというものである。価格や性能，そのアピール方法といっ
た合理的な視点ではなく，消費者の感情に焦点を置いた考え方と言える14）」とされて
いる。B．　H．　Schmittによれば，　「経験価値は独自の構造や処理過程により，さまざま
なタイプに分類されており，マネジャーは，このようなさまざまなタイプの経験価値を，
マーケティング活動の目標や戦略を構成する戦略的経験価値モジュール（Strategic
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Experiential　Module）として考慮する必要がある15）」として，それに関する5つの
顧客経験価値に基づく枠組みを提示している16）。
　SENSE（感覚経験価値）マーケティング：視覚，聴覚，触覚，味覚，嗅覚という五
　感を通じて感覚的経験価値を生み出すために，感覚に訴える。
FEEL（情緒経験価値）マーケティング：ブランドと結びっいたどちらかと言えばポ
　ジティブな気分から，喜びや誇りといった強い感情までの情緒的な経験価値を生み
　出すために，顧客の内面にあるフィーリングや感情への訴求が行われる。
THINK（創造的・認知的経験価値）マーケティング：顧客の創造力を引き出す認知
　的，問題解決的経験価値を通して知性に訴求する。また，驚き，好奇心，そして挑
　発といった感覚を利用して，顧客に集中的思考と拡散的思考をさせるように訴求す
　る。
ACT（肉体的経験価値）マーケティング：肉体的な経験価値，ライフスタイル，そし
　て他の人と相互に訴えることを目的としている。
RELATE（関連経験価値）マーケティング：SENSEマーケティング，　FEELマーケ
　ティング，THINKマーケティング，　ACTマーケティングなどのアプローチと重複
　する側面を持っているが，個人の私的なフィーリングを対象とするだけでなく，自
　分の理想像や他の人，あるいは特定の文化やグループに属しているという感覚を個
　人に持ってもらうためのアプローチである。
第2節　現代マーケティング諸思考の問題点の整理と検討
以上のように定義・解釈されている1980年代以降，とりわけ90年代以降に出現した“新
しい”マーケティングのコンセプトないしは思考であるが，一体，これらの考え方のど
ここが“新しく”て，どこがそうでないのであろうか。すなわち，環境やテクノロジーの
変化によってもたらされた“真に新しい”概念であるならば，これまでのマーケティング
に取って代わるか，あるいはこれまでのマーケティングの考え方を改めなければならな
いであろう。そうでないならば，なぜそれを“新しい”としてしまったのか。これまでの
概念枠組みで十分対処できる，もしくは論理的に十分解釈可能な考え方であるのに，“新
しい”としているのであれば，それは研究者たちが，自分たちの知名度を上げるため，
あるいは名誉欲のために，いたずらにマーケティング研究や教育を混乱させる原因を生
み出してしまっていることになるかもしれない。そのような見解を踏まえつつ，以下そ
れぞれの思考およびコンセプトについて検討を加えてみる。
1．リレーションシップ・マーケティングとその関連思考
この思考は，1970年代の後半から1980年代にかけて経済成長を続けるわが国に参入
しようとしたアメリカ企業が，顧客との関係が密であるわが国の市場に参入できず，逆
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に顧客との関係を大切にするわが国の企業に自国でのシェアを奪い取られていたため
に，アメリカの企業もしくは研究者が，そのメカニズムを解明しようとしたことが，そ
の背景にあったと考えられる17）。わが国では，このリレーションシップ・マーケティ
ングが研究者の間で取り上げられ，もてはやされるのは1990年代の中頃からである。
実に面白いことに，わが国企業のマーケティングの強さのメカニズムを知るためにアメ
リカの研究者や企業が行った研究を，わが国の研究者はその後，“新しいコンセプト”と
して喜んで，そして挙って研究・紹介したのであった。
　リレーションシップ・マーケティングは，その目的を遂行するためには，「顧客との
関係管理（customer　relationship　management：CRM）だけでなくパートナー関係管
理（partner　relationship　management：PRM）が必要であり，利害関係者との高度な
ネットワークを構築することが重要である18）」とされる。そうであるならば，リレー
ションシップ・マーケティングが，1980年代の終末もしくは1990年代の初頭に台頭し
てきた概念である以上，それ以前のマーケティング概念またはマーケティング研究には，
顧客および供給業者との関係の構築・管理を主要なパースペクティヴとした相互作用的
マーケティングというものは，存在しないことになるか，あるいはまた，取り上げられ
ていたとしても，注目に値しないものであったことになる。
　しかしながら，マーケティングにチャネル成員との関係，あるいは利害関係者との関
係を管理することが重要であるとする，相互作用的分析視角が現れるのは1950年代で
あり，以来それはW．　Aldersonにより緻密に研究され19），機能主義的研究のみならず，
L．SternやEl’Ansaryなどの組織ダイナミクスやシステム理論によるマーケティング・
チャネルやマクロ・マーケティング研究へと継続・発展している。さらに，そのような
視点は，実にマーケティングの生成期においてすでに取り上げられているのである20）。
　ワンーツー・ワン・マーケティングにっいても同様のことが言える。ワンーツー・ワン・マ
ーケティングの基本的な発想は，「顧客ないしは消費者一人一人の異なった欲求に適合
するように，製品をカスタマイズして提供すること」である。その発想・考え方はすな
わち，マーケティングの原点であるとも言える。いっでも常に合理的な決定を下し，し
かも主観による意思を持ち合わせない経済人を，そのロジックの基礎に置いた経済学を
批判する形でマーケティングは20世紀の初頭に産声を上げる21）。ところが，これに
は超えられないいくっかの問題がっねにつきまとってきた。それは，顧客もしくは消費
者のニーズないしは欲求を一人一人別々に，しかも細かく把握できないということであ
る。そしてもう1つは，それに纏わるコストの問題である。一人一人別々の欲求を把握
するのには，非常に多くの時間とコストを必要とする。仮にそれが解ったとしても，そ
れを適える製品を個別に開発，製造していたのでは，収益にはならない。さらには，そ
れらを別々に配送するとなれば，さらにコストが掛かり，ビジネスとして成り立たなく
なってしまうのである。そのため，消費者一人一人の欲求に対応することを前提にしつ
つ，消費者一人一人の最小公倍数としてのある特定のセグメントを見つけ出し，それに
適合するマーケティング・ミックスを開発することが志向されたのである。
　このようなことから，ワンーツー一ワン・マーケティングに求められる要素も，　「顧客
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のニーズないしは欲求を知るための顧客あるいは消費者との密接な関係の構築と管理」
に他ならない。したがって，ワンーツー・ワン・マーケティングもリレーションシップ・
マーケティングと同じ考え方，あるいはマーケティングの相互作用的分析視角の枠組み
の中にあると言えるのである。インターネット・マーケティングおよびインタラクティ
ブ・マーケティングも既述の如く，同じことが言えるであろう。
一方で，1980年代の後半から21世紀にかけてのテクノロジーの進化，とりわけITが
大きく進歩し，リレーションシップ・マーケティングないしはワンーツー一ワン・マ・一一一・・ケ
ティングのコンセプトを大きく進展させた。それがインターネット・マーケティングや
インタラクティブ・マーケティングである。
携帯電話などの顧客一人一人が常に持ち歩けるモバイルやそれらを結ぶインタS－一一・ネ
ットに代表されるテレコム技術などのITの発展により，企業もしくは事業体は，以前と
はくらべものにならないほど多くの情報をより正確に，そして即座に入手できるように
なったのである。これは，企業や事業体が，顧客一人一人の欲求や願望をその場で，あ
るいは遠隔地であっても，入手することを可能にし，さらにそれをオンラインを通じて
生産の現場や流通の諸機能に即座に伝達することを可能にした。それにより企業は，そ
の日に入手した情報をその日のうち，というよりも数分後には遠くはなれた生産の現場
（海外でさえも）に伝達できるようになったのである。これによりオンライン・マーケ
ティングやE一コマースの世界においてCRMやPRMといった言葉や，それに纏わるビジ
ネスが持て喉され，広まったのである。
　しかしながら，このリレーションシップ・マーケティング概念に基づくCRMあるい
はワンーツーワン・マーケティングに関して，1998年にS．Fournier，　S．　Dobscha，　D．　G．
MickがHarvard　Business　Revie　wに「リレーションシップ・マーケティングやワン・ツ
ー・ 純刀Eマーケティングは，顧客に評判が悪いだけでなく，“顧客を食い物にしている”。
顧客の年収や家族構成，日常生活といった個人情報を訊きまくり，日常生活にずかずか
土足で入り込んで来て，必要もない情報を押し売りし，垂れ流す。企業は顧客と“より
良い関係”をつくろうなどとは考えていない22）」といった言を載せている。
　リレーションシップ・マーケティングあるいはワンーツー一ワン・マーケティングの発
展に大きく寄与し，インターネット・マーケティングやインタラクティブ・マーケティ
ングという概念を作り上げるまでになったITが，顧客との緊密な関係，あるいはその前
提となる信頼関係を壊しているのである。このために誕生したのが，パーミッション・
マーケティングであると言われるが，顧客が“嫌がっている”ことをやっていてモノやサ
ービスが売れる訳はなく，もちろん良好な関係などを築くことができるわけがない。そ
うなれば，顧客ないしは消費者の「意見をきく」とか「不満を解消する」のは当たり前
であり，それこそ，そのようなことは現代と言わず，大昔から同じことであるはずであ
る。顧客のパーミッションを得て，顧客に接触することの一体どこが新しい考え方なの
か，筆者には理解できない。
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2．コーズ（リレイテッド）・マーケティングと経験価値マーケティング
　前述のごとく，コーズ・マーケティングとは，コーズ（cause）という言葉自体に「大
義名分」とか「福祉，福利」　「理想」といった意味があることから23），一般的には
企業の社会的責任の問題に関連した，あるいはそれを重視したマーケティングの1形態
であるとされるが，その思考の始まりを辿ってみると，1960年代の末から70年代に掛
けて取り上げられた，あるいは議論されたマーケティングの概念拡張もしくはマーケテ
ィングの社会的責任の問題に関する，いわゆるソーシャル・マーケティングと呼ばれる
思考に帰着する。
　マーケティングの概念拡張は，P．　Kotler＆S．　Levyが1969年にJournal　OfMarketing
誌に“Broadening　the　Concept　of　Marketing，”という論文を寄稿したことに始まる24）。
本論文は，マーケティングの概念拡張論争に火を付けた論文として有名であり，その後
同誌上でこのテーマについてはD．Luckらと激しく議論が交わされ，ソーシャル・マー
ケティングとして今日に至っている。しかし，P．　Kotler＆S．　Levyは，当該論文の中で，
マーケティングの概念拡張から発展した，ないしは概念拡張とは別の角度で「マーケテ
ィングは，人々が欲していないか，彼らにとって悪い物や商品，およびその原因となる
ものを購入するように人々に売り込むことを可能にしている，測り知れない，ますます
危険になっているテクノロジーと見られている。＿＿多くの人々がマーケティングのこ
とを不道徳であるとか，その基本的な前提の中には全くの私利私欲を追求するものがあ
ると考えている。．，＿．自分たちが（社会的に）責任があると考えている多くの組織は，
呆然として，自分たちの顧客（支持者たち）との接触を失っていることを認識し始めて
いる。彼らは無責任になってしまっているのである。．．．．．．25）」と述べ，企業ないしは
組織の社会的責任問題にすでに言及しているのである。
　また，マーケティングの社会的責任問題については，わが国では明治大学名誉教授の
故三上富三郎氏が1974（昭和49）年に『明治大学商学論叢第56巻』において「マーケ
ティングと人間・社会」というタイトルで言及し，翌1975年には「ソシオ・エコロジ
カル・コンサルティング」というタイトルの企業の社会的責任をエコロジーの観点から
論じた論文を同論叢第57巻に寄稿している。同氏はその後，これら企業ないしはマーケ
ティングの社会的責任および生態学的視点からのマーケティングのあり方を論じた集
大成として『ソーシャル・マーケティング』を1982（昭57）年に著わしている。そし
て，1990年代以降，マーケティングもしくは企業管理における企業の社会的責任問題
やエコロジカルな視点からのビジネス管理の必要性が広く論じられるようになり，今日
に至っているのである。
　このように，マーケティング概念の拡張，すなわち個人および非営利組織にまでマー
ケティングの顧客志向のコンセプトを適用しようとする思考の流れ，もしくはマーケテ
ィングまたは企業の社会的責任の問題が，マーケティング研究において取り扱われ，広
く，そして深く議論され始めるのは30年以上前のことであり，この後テクノロジーの進
化や環境の変化に伴う多少の変更，またはコンセプトの修正はあるものの，それは決し
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てこの10数年の間に出現した思考ではないのである。
　これに対して，「コ・一一一一ズ・マーケティングは，最終的に顧客ニーズを満たし利益を上
げることに主軸を置いており，この点で，社会にとっての利益を考慮して活動すべきと
する社会志向のマーケティング（ソーシャルマーケティング）とは区別される26）」と
いう考え方を主張する見解もあるが，企業が社会的存在であることは言うまでもないこ
とである。企業が，自己の存在が社会的存在であることを内外に知らしめる，あるいは
社会的活動をプロモーション活動の一部として用いることは，19世紀，いやわが国の小
売業の事例からすると18世紀にはすでに始まっていることであり，もしかしたら，それ
よりも古くからあったかもしれない。天狗煙草の岩谷商会が1889（明治32）年頃に，
「東洋煙草王，勿驚　税金百万円，慈善職工5万人，天狗煙草」と広告看板を銀座に出
し，派手にプロモーションしたことはあまりにも有名である27）。これは一体，何マー
ケティングと呼ぶのであろうか。
経験価値マーケティングにもコーズ（リレイテッド）・マーケティングと同様のこと
が言えるだろう。消費者が商品を「商品そのもの」としてだけでなく，感覚や感情，情
緒，感性などに基づくさまざまな経験や状況，および付帯するサービスと一緒に購買し，
消費しているということは，マーケティングにおいては常識中の常識である。消費者が
購買に際して，いかに状況的変数を取り入れている，あるいはそれに影響を受けている
かといった研究は，1970年代にR．W．　Belkやその他の研究者によってかなり深遠に行
なわれている28）。その中でも古典とされる論文としてBelkの・・Situational　Variables
and　Consumer　Behavior，”がある29）。Belkは，当該論文の中で「消費者は，商品選択
においては1）物質的環境，2）社会的環境，3）時間的視点，4）課業定義，5）先行状
態，に影響を受けている30）」として，いかに消費者の購買決定が情緒的，状況的であ
るかを論じている。
　また，1982年にM．B．　Holbrook＆E．　C．　HirschmanがJo　urna1（Of　Consum　er　Researeh
に寄稿した“The　Experience　Aspect　of　Consumption：Consumer　Fantasies，　Feelings，
and　Fun，”という論文では，　「消費者の“時間（Time）”や“快楽的反応（且edonic
response）”“覚醒（Arousal）”“感動の探索（Sensation　seeking）”といった経験の個人
的なインプット要因が“空想（Fantasies）”や“白昼夢（Daydreams）”，“情緒
（Emotions）”“感情（Feelings）”といった経験の介在的反応システムと結びつき，そ
れらは“審美性（Esthetic）”とか“遊び心（Play　mentality）”などの心理的な基準によ
って評価されて，消費が行われている31）」という主旨の主張がなされている。
彼らはまた，結論の部分で「情報処理アプローチを捨て去ることは望ましいことでは
ないかもしれないが，経験的見地を組み合わせることによってそれを補強し，さらに豊
かにすることは，非常に有益であるだろう。消費者調査のそのような拡張は，極めて重
大だが以前には無視されてきた次のような問題を提起することになるだろう。それは，
1審美的な製品の役割，2製品を楽しむことに関する感覚的な側面，3コミュニケーシ
ョンの統語論的次元，4楽しみの追求における時間配分管理，5製品に関連した空想や
心像，6消費から生まれる感情，7喜びや楽しさを提供する遊びの役割，などである。
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．，．．，．本論文の目的は，消費者行動の“新しい”理論を提唱することでもなければ，“古い”
アプローチを否定することでもなく，むしろ科学的な疑問をあまりに圧迫する“一主義”
とか“一論”といったものに対する執着を避けるためのより広い見解を求めて議論をす
ることである。モデルが行動主義的であるか心理（精神）分析的であるか，行動生物学
的であるか擬人論的であるか，認知的であるか動機的であるか，といったいかなる狭く
範囲を定められた，および単純化されたモデルに対しても人間の行動の説明を限定する
ことはできない。つまり，一般的な人々の，特に消費者の行動は，有機的組織と環鏡と
の問の多面的な相互作用の魅力的な，そして終わりのない複雑な帰結なのである。この
動態的なプロセスにおいて，問題志向的・経験的構成要素の両方共が，まず確実なこと
として無視され得ないだろう。近年の消費者調査研究は，情報処理者としての消費者に
唯一熱心に焦点を当てることで，消費の等しく重要な経験的局面を無視する傾向にあっ
た。それにより，消費者行動のわれわれの理解度を限定的にしてきたのである。将来の
調査研究は，消費者の空想や感情・楽しさをある程度考慮に入れてこの研究領域を拡張
することにより，この不均衡を是正する方向に作用するべきである32）」と述べている。
すなわち，消費者の“経験価値”や感情に注目すべきであるという主張は，30年ほど前
にはすでに提唱されており，それは決して“新しい”マーケティングの一分野ということ
ではなく，マーケティングにおける消費者行動研究の1っの視点ないしは視座として捉
えられていたのである。
以上見てきたように，リレーションシップ・マーケティングもワンーツー・ワン・マ
ーケティングおよびその他の“新しい”とされるマーケティング思考も，その考え方な
いしは理論枠組みは，必ずしもまったく新しいというものではなく，従来の，あるいは
これまでのマーケティングの枠組みにおいて十分に研究，議論されてきた視角であり，
過去の偉大な先人たちがそれなりに解釈を与えてきた問題である。それにも拘わらず，
“新しい”と言うからには，先人たちの古典とされる文献を，精読・解釈し，どこが“新
しく”どこがそうでないのかを明らかにすることが必要である。いたずらに“新しい”
言葉を作り出したり，無批判にそれを受け入れることは，マーケティングだけでなく社
会科学の研究において混乱を招くだけでなく，教育においても不確かな，あるいは意味
不明な言葉や論理をまき散らすことになり，逆機能を起こしかねないことになる。
終章の結びと結語
　これまで本章では1980年代以降，とくに1990年代以降に出現してきた“新しい”マーケ
ティング思考の代表的なものについて，そのコンセプトもしくは分析視点を中心に検討
を加えてきた。その結果，それらには共通した問題点を含んでいることが理解できた。
それは，マー一一…ケティングの環境適応性や状況適応性を強調するがあまりに，過去の研究
または先人たちのすぐれた分析視角や発想，およびその成果を軽視ないしは顧みること
を怠る傾向が見られるということである。それはまた，現在主流とされるマーケティン
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グの論理実証主義に基づく数理統計分析やモデリングといった手法を採用する分析・研
究形式にも反映されている。それらの分析手法を採用する人々は，ある特定の母集団の，
しかも良くて20％ほどの回答者からのデータを有効・有為として分析をしていることが
少なくない。マーケティングの，あるいはビジネスの対象顧客は，その20％ではなく，
残りの80％が重要なのではないだろうか。また，「人間の行動として“当たり前”である
ことについて，データを取って，なぜ統計分析をしなければならないのか」「統計解析
自体が持つ多くの問題点や偏りは，どう処理・解釈するのか」「市場調査や社会調査自
体に潜む問題点は，未解決のままで調査から得られたデータをそのまま採用してよいの
か」となどといった疑問を耳にするが，そのような問題に触れている研究はほとんど目
にしない。彼らの研究にもまた，稿末の“参考文献欄”にたくさんの参考文献が並べられ
ているが，「それらを読んだならば，この研究はいらないのでは」と思うような研究を
しばしば目にする。それどころか，データの取り方だけでなく，データの源泉それ自体
に疑問を感じる研究も存在する。
奇しくも「経験価値マーケティング」の提唱者であるB．H．　Schmittがその著書『経験
価値マーケティング』の続編である『経験価値マネジメント（Customer　Experience
Management）』という書籍の中で「マーケティング・コンセプト，顧客満足，そして
CRMは，すべてマネジャーが自分たちの顧客をよりよく理解するための約束事である。
しかしどのアプローチも焦点の絞りすぎで，不必要な限定がある。さらにこれらは，真
に顧客に焦点を当てることから目をそらせてしまうことが多い。＿＿マネジャーに必要
なのは，結局は，顧客をまじめに扱うアプロ・一チにつきる33）」と述べている。これこ
そが，マーケティングの原点であり，マーケティング・コンセプト自体がその発想から
生まれたものなのではないだろうか。それを出発点として，数限りない研究者が100年
以上にも亘って研究を重ねてきたのである。確かに，テクノロジーや地球環境，グロー
バルな意味での国家間の文化的格差の変化などの環境の変化により，マーケティング研
究やマーケティング手法にもそれに対応した新しいアプローチが必要になっているこ
とは否定するものではない。しかしながら，「なぜ今“新しいアプローチ”が必要なのか」
は，それら先人たちの研究および成果を理解・検証してから議論するべきはないだろう
か，と今敢えて言いたい。
　時代は21世紀に入り、マーケティング研究も実社会もこれまでにないさまざまな大
きな課題に直面している。ある意味で現実社会に最も近い研究分野であるマーケティン
グが、その実社会と乖離した研究のための研究であったり、狭い世界で名を馳せるため
の研究であってはならないということを改めて自らに深く言い聞かせつつ、本博士学位
請求論文を一つの足掛かりとして今後さらなる研鎭を積んでいくことを目指したい。
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